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 背景 

1.1.1 海事産業の現状 

近年の海事産業は未曾有の大不況に直面している。2007 年頃は中国の経済成長を背景

に荷動きや運賃が上昇し、海事産業も好況の波に乗っていた。これに伴って海運各社は船

の大型化や隻数の拡大を進めていたが、2008 年のリーマンショック以降、世界経済が落ち込

み荷動きも低迷している。さらに、発注済みの船の竣工が相次ぐことで船が供給過剰状態に

陥り、低運賃による赤字運航が続いている。2017 年現在も特にコンテナ船市場で不況が継

続しており、大きな変革の時代を迎えている。 

海運各社が競争力強化とコスト削減に励む中、日本国内でも 2016 年 10 月に海運大手 3

社のコンテナ船事業が統合するなど、規模拡大による効率化と競争力の強化を図っている。

しかしながら統合後のシェアは世界 6 位（約 7%）と競争力はまだ不十分であり、不況を乗り越

えるためにも効率化・コスト削減・競争力強化の追求が依然必要な状況にある。 

1.1.2 海事産業の技術開発 

海事産業界全体における情報・通信技術の発展が注目されている。多くのメディアで「2016

年は IoT 元年」と称されるように、様々な分野で IoT（Internet of Things）技術の時代を迎えて

いる。IoT とは、様々なモノがインターネットに接続され、相互に情報交換しながら制御を行うこ

とであり、自動車の自動運転やスマートグリッド、医療分野などで利活用が盛んになっている。

また IoT 化によって得られる大量のデータ（ビックデータ）に関してもその活用方法が各分野で

検討されている。 

IoT 化の流れは海事産業界も例外ではない。従来、船陸間通信は、衛星通信量が従量課

金制で高く通信速度も低速であったため、通信は必要最低限に限られており船舶は陸から隔

絶された世界であった[1]。しかし 2010 年以降の衛星通信の低料金化・高速化により、海上ブ

ロードバンド環境が進展しつつあり、運航中に得られた舶用機器などの大量のデータを陸上

へ送信・分析し、船舶へフィードバックすることができるようになった[1]。海上輸送システムの効

率化・コスト削減・競争力強化が求められる現状において、国内の海事産業全体でも新たな技

術利活用の環境整備が進められており、IoT 技術の効果的な利活用方法が模索・検討されて

いる。 
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1.1.3 𝐂𝐎𝟐排出削減の取り組み 

日本は国際海事機関(IMO: International Maritime Organization)におけるCO2排出削減に

向けた国際的な枠組みづくりを主導してきた。2011 年 7 月に開催された第 62 回海洋環境保

護委員会(MEPC62)で、京都議定書と同様、先進国と新興国の間で「義務の差別化」が課題と

なっていたが、最終的に海洋汚染防止条約の一部改正案が採択され、船舶のCO2排出性能

に関する国際ルールが誕生した[2]。各国共通のCO2排出抑制スキームを適用するのは、国際

海運分野が初めての例となる。また、2018 年 4 月にロンドンにおいて開催された第 72 回海洋

環境保護委員会において、海上輸送におけるCO2排出量を、2030 年までに 2008 年比 40%以

上削減し、2050 年までに 70%を削減し、21 世紀の出来るだけ早い段階で、その排出を 0 にす

ることで合意した[3]。これにより、CO2の排出が規制されることとなる。 

新たに導入されるルールの中の 1 つは、2013 年 1 月以降に建造契約を結ぶ新造船に対

して、CO2排出指標の計算を義務づけることである。これは「EEDI：エネルギー効率設計指

標」と呼ばれ、「一定条件下で、1 トンの貨物を 1 マイル運ぶのに排出すると見積もられるCO2

グラム数」を意味する[2]。自動車でいうカタログ燃費に相当するが、船舶の場合は受注生産

のためすべて仕様が異なり、個船ごとに EEDI の計算が必要となる。対象となるのは、総トン

数 400 トン以上の国際航海を行う船舶である。EEDI はガイドラインに従って計算され、その

計算方法の概要を図 1-1[4]に示す。 
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図 1-1 EEDIの構成と計算式[5] 

 

2013 年以後の新造船は、満たすべく EEDI が設けられ、基準値を満足しないものは

海運マーケットに投入不可といった制限を課されることとなる[5]。 

1.1.4 相乗効果の創発 

相乗効果とは、ある要素が他の要素と合わさる事によって単体で得られる以上の結果を上

げること。相乗効果により、あるもの全体の効率化が発揮される。経済、社会、など様々な分野

で、この効果は定量的に測ることはできる。相乗効果の創発に対する評価は以前から行なわ

れていた。 

ここで創発とは、システムの構成要素であるエンティティが相互作用により、個々のエンティ

ティの機能よりも大きい、あるいはここのエンティティとは異なる機能を発現する現象を指す[24]。 

大洞ら[6]は、公共事業業界において相乗効果を考慮した複数のプロジェクトの経済評価

の研究に、2 つのプロジェクトが実施された場合は、各プロジェクトによる単独効果と両プロ

ジェクトによる相乗効果から構成されると述べた。また、図 1-2 が示すように、2 つのプロジェ

クトが同時に実施された場合の効果は、それぞれが個別に実施された場合の効果を合計し

たものより大きくなると期待されるが、2 つのプロジェクトが共通因子をもつ場合、両プロジェク

トは部分的に競合し、図 1-3 が示すような負の相乗効果が発生する場合もある。このような相

乗効果の存在は、複数プロジェクトの組み合わせの検討に影響を与えるため、明らかにされ
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ることが望まれると明示した。 

 

 

図 1-2 複数プロジェクトの効果の概念図 1[6] 

 

 

図 1-3 複数プロジェクトの効果の概念図 2[6] 

 

 また、他分野においても、大西ら[7]は、農商工連携における経済的パフォーマンス評価手

法を開発した。農商工という複雑なシステムを持つ産業群における連携の取組に関して、どの

程度の経済的メリットが得られるか、また、どうすれば経済的メリットが増大できるかを明らかに

しなければならない。そこで、当研究は連携による経済的メリットを数値化するために、プレミア

ムという概念を提案した。具体的には、連携することによってプラスアルファで得られる経済的

メリットがプレミアムであり、連携により商品価格や売上が減少した場合は、プレミアムは負の値

を取ると述べた。 

海事産業においても、省エネ対策の一環として省エネ技術の開発が進んでいるが、複数の

省エネ装置を使った場合には、お互いにその効果を相殺したり増幅したりする場合がある[8]。 

 

ここで、海事産業の競争力を維持しながらCO2の排出量を抑えるための技術開発が進んで
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いるが、個別の技術開発単体で国際的に合意された目標を達成することはできない。本研究

では、個別の技術の組み合わせによる創発的な効果、相乗効果を適切にマネジメントすること

でこの目標を達成することを目指す。 

 目的 

以上の背景に踏まえ、本研究では、海事産業の意思決定者の観点から、導入する技術間

の相互作用から運航利益の向上とCO2排出量の削減に対して相乗的な効果が得られる技術

の組み合わせを探索することで、複雑な海上輸送システムのパフォーマンスを向上すること

を目的とする。 

 本論文の構成 

本論文は全 6 章からなる。以下にその構成を示す。 

第 1 章では、海事産業において技術導入が推進されている現状と、CO2排出量削減にお

ける取り組みの現状と、他産業における相乗効果の創発について述べ、それを踏まえて本研

究の目的を明示する。 

第 2 章では、現在開発・検討が行わえている海事産業の技術事例、意思決定支援分析に

用いるシステムシンキングの先行研究と、意思決定支援システム開発の研究事例を紹介す

る。 

第 3 章では、既存の海事産業における意思決定に関する研究とそれが持つ課題を紹介し

たうえで、本研究の位置づけを行う。 

第 4 章では、提案した手法をシミュレータの構成から評価手法の詳細まで説明する。 

第 4 章では、ケーススタディとして、海上輸送シミュレータを用いた複数の技術導入案を行

い、開発した評価手法で海上物流システムにとって有効な技術組み合わせを分析する。 

第 5 章では、感度分析を行った後、今回の評価手法とケーススタディの結果について考

察する。 

第 6 章では、本研究の結論と今後の展望を述べる。 

 



 

 

 

先行事例・関連研究 

7 

第2章 先行事例・関連研究 

 

 はじめに .......................................................................................................... 8 

 海事産業における技術導入の研究事例 ............................................................ 8 

2.2.1 舶用機器モニタリング .............................................................................. 8 

2.2.2 舶用機器のリモートメンテナンス ............................................................ 9 

2.2.3 港湾作業マネジメントシステム .............................................................. 10 

2.2.4 ウェザールーティング ............................................................................ 12 

2.2.5 船舶の省エネ技術の開発 ......................................................................... 12 

2.2.6 船舶運航におけるビッグデータの活用 ................................................... 15 

 システム設計を支援する手法 ........................................................................ 17 

2.3.1 システムシンキング ................................................................................ 17 

2.3.2 トレードスペース分析 ............................................................................ 18 

2.3.3 ポイント設計 .......................................................................................... 19 

2.3.4 Morphological Matrix ............................................................................. 20 

 意思決定支援システム ................................................................................... 21 

2.4.1 意思決定支援システムとは ..................................................................... 21 

2.4.2 水処理における意思決定支援システムの開発 ......................................... 22 

2.4.3 分散型意思決定支援システムの開発 ....................................................... 23 

2.4.4 船舶運用における意志決定支援システムの開発 ..................................... 24 

 

  



 

 

 

先行事例・関連研究 

8 

 はじめに 

本章では、海事産業界で近年検討されている技術の研究事例から、稗方ら[9]がまとめた

技術を中心に本研究のシミュレーション内で評価対象とした技術を紹介する。次に、意思決

定を支援のための手法やシステム開発について説明する。 

 海事産業における技術導入の研究事例 

2.2.1 舶用機器モニタリング 

現在の船舶メンテナンスは、船舶構成機器を一定の寿命の仮定に基づいて運航後の故

障率対応と定期検査が主である。しかし、船のライフタイムに対する見積もるは大きな不確実

性を抱えている[10]。そのため多くの場合に、スケジュールされたメンテナンスの実行は早す

ぎたり遅すぎたりしており、不要な交換と機能障害のためのコストが高くなっている。従って、

より適切で効率的なメンテナンスを実施するために、舶用機器のモニタリング技術が開発され

た。図 2-1 はメンテナンスフレームワークに基づいた Condition monitoring の一例を示す

[10]。各機器の測定データを常時取得する。そして、センサー出力の検証や、温度の変化幅

や振動モードなどの機能を抽出して測定データを分析する。専門家がそちらのデータを分析

しながら異常データが認められた時のみ必要部分のメンテナンスを実施する。それによって

効率的な機器保全が可能になる。 
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また，モニタリングシステムとして、その基本機能である監視、警報、制御、記録機能向上

している[11]。状態監視及び警報確認に用いるモニタ部は、画面サイズ,、解像度及び表示

色数が向上し、フルグラフィック画質の表現が可能となった。更に、ウィンドウ表示、分割表

示、拡大・縮小表示機能などによりデータや情報の認識が容易になった。制御機能は、接点

出力に加え、アナログ出力制御も可能となった。ヌーンログやアラームログなどの記録データ

はデータベースに格納され、指定期間のデータを素早く検索でき、USB メモリに出力保存す

ることも可能となっている[11]。 

2.2.2 舶用機器のリモートメンテナンス 

船舶搭載機器に対する課題の一つとして、ワールドワイドの保守サービスがある。近年では、

安全航海のためポートステートコントロール(PSC)が強化されており、寄港地での確実な保守

サービスが要求さる。舶用リモートメンテナンスシステムは、船舶に搭載された機器の状態を陸

上からリモートで診断し、寄港地での的確な保守サービスをサポートする[12]。船舶搭載機器

技術によってリアルタイムで舶用機器メーカーとの情報共有が可能になり、ダウンタイム及びコ

ストの削減が期待できる。図 2-2 は、リモートメンテナンスシステムの一例を示す。 

 

 

図 2-1 メンテナンスフレームワークに基づいた Condition monitoringの例[10] 
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また、陸上との柔軟な連携や陸上からのリモートメンテナンスが実現されることで、機器異常

に伴う海上での緊急停止の回避や復旧時間の短縮が期待できる[13]。今後、船陸間通信の

発展とともに、船舶搭載機器への導入が更に推進されることが予想される。 

2.2.3 港湾作業マネジメントシステム 

荷役スケジュールの厳守は係留時間増加に伴う港費の増加、ペナルティ加算に繋がるだ

けでなく、運航スケジュールの圧迫に伴う運航費の増加も引き起こす。荷役遅延の主な原因

として、港湾オペレーションの管理と荷役装置の管理の不足があるが、属人的な港湾オペ

レーションの場合、無理なスケジュール設定によって遅延が生じる場合がある。近年の研究

[14]では知能港湾の概念を提出した。図 2-3 は、IoT 技術を用いた港湾マネジメントシステ

ムの一例を示す。 

知能港湾とは、現代の IoT 技術に基づいた港湾輸送のためのサービスシステムであり、収

集、処理、リリース、交換、分析、および関連情報の使用に基づいて多様な情報サービスを

提供する。知能港湾はリアルタイムで車両やコンテナ、貨物、船、および通関手続きを、オン

ラインでモニタリングすることができ、最終的に全てのプロセスを視覚化するモニタリングシス

テムである。これによる港湾オペレーションを効率的に行うことで荷役遅延率を低減すること

が可能になる[14]。 

 

 

図 2-2 リモートメンテナンスシステム概念図[12] 
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図 2-3 IoTを用いた港湾マネジメントシステムの概要図[14] 

 

その中特に、無線通信情報技術により、データの取得と処理を高速かつ正確的に実現で

き、港湾の倉庫ビジネスシステムを最適化することができる[14]。図 2-4 は倉庫管理システム

の概要である。倉庫からの通関商品をリアルタイムで自動的に監視することによって通関の

速度と効率を向上し、倉庫保管のコストが削減できるようになる。 さらに、ヒューマンコン

ピュータのシステムは 3D 仮想現実技術と相互作用し、リアルタイムで倉庫の内部状況を表

示し、倉庫内の商品の状況を理解しやすくするための隠し機能を備えた没入型ローミング商

品をサポートすることができる。港湾作業の効率向上と、運用コスト削減を実現できる。 

 

 

図 2-4 IoTを用いた倉庫管理システムの概要図[14] 
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2.2.4 ウェザールーティング 

ウェザールーティングとは、航海中の気象・海象状態をできる限り正確に予測し、当該船舶

の耐航性能を考慮した評価基準に対する最適な航路を選択することである。気象・海象・運航

モニタリングなどを用いた航路計画・船速計画の最適化に関する既存研究[15][16]が多数ある。

ウェザールーティングの一例を図 2-5 に示す[17]。航海時最短の直線航路ではなく、気象・海

象状態を考慮した最適な航路で航海している様子が分かる。航路の最適化を行う際には、実

海域中での機関馬力と船速との関係が重要となり、最適航路計算を支援する船舶の実海域

推進性能の推定に関する研究[18][19]もなされている。 

 

 

図 2-5 ウェザールーティングの一例[17] 

 

2.2.5 船舶の省エネ技術の開発 

船のCO2排出量を削減するためには燃費効率を上げる省エネ技術の導入が必要である。

海事会社は、燃料価格の上昇を契機に、エンジンやプロペラの改良、抵抗の少ない船舶の設

計、船の軽量化など幅広い省エネ技術の開発に取り組んできた[20]。 

2.2.5.1 エンジン効率の改善 

船はディーゼルエンジンで燃料を燃やして動力を得るが、このディーゼルエンジの燃費効
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率を改善する努力が続けられてきた。図 2-6 はその一例である排熱回収システムを示す[20]。

船のエンジンで燃やされる燃料の持つ熱エネルギーは全て動力に転換されるではないため、

排熱回収システムはその排気ガスという形で捨てられる熱を再利用する技術として注目されて

いる。また、エンジンから空気中または海中に捨てられる排熱エネルギーの再利用技術、エン

ジンへの燃料供給量の電子制御技術、CO2排出量が少ない天然ガスを燃料とするガスエンジ

ンの開発などのエンジン効率を改善技術革新が続けられている。 

 

 

図 2-6 船の排熱回収システム[20] 

 

2.2.5.2 プロペラ効率の改善 

船のプロペラは回転運動により推進力を生み出が、プロペラ周辺に発生する渦などの要因

により推進エネルギーの一部が失われる。そのため、プロペラ後方の水の流れを整える

「PBCF（プロペラ・ボス・キャップ・フィンズ）」や「二重反転プロペラ」推進効率を改善するダクト

やバルブ（球状の物体、）フィン（翼）などの省エネ装置の開発や船型改良による推進効率の

改善が進められる。図 2-7 をプロペラの PBCF の概要である[20]。PBCF のフィンにより、プロ

ペラの後流にできた渦が消えることで燃費効率を約 5%改善することができる。 
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図 2-7 PBCFの概要[20] 

 

2.2.5.3 船体抵抗の軽減 

燃費効率を改善するために、船が受ける様々な抵抗を軽減する技術も開発されている。海

面下の船の表面と海水との摩擦抵抗を減らす特殊塗料の開発や、船底と海水の間に空気を

送り込むことで抵抗を減らす「空気潤滑システム」の実用化に向けた開発が進められている。

また、波を起こすことで発生する抵抗を減らすために、船首が斧の形をした「Ax-Bow（アック

スバウ）」や鋭角な形をした「LEADGE-Bow（レッジバウ）」など、船首の形が改良さ

れた。図 2-8は船首形状の改良の一例である[20]。 

 

 

図 2-8 船首形状の改良[20] 
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また、船首部分を斜めにカットしてラウンド形状にし、船の側面に風の通り道を確保すること

で正面や側面から受ける風の抵抗を軽減した船も作られている。 

2.2.6 船舶運航におけるビッグデータの活用 

国内外の船社を中心として、計測データを利用した船舶のパフォーマンス・モニタリング、最

適トリム、機関コンディションモニタリング、リモートメンテナンスをはじめとする各種のサービス

の提供が開始されている[21]。こうした大量の船の計測データ及びそれを利用した解析サービ

スをどのように活用するのかなどのビッグデータへの取り組み方を模索していく状況が続くと考

えられる。 

同じサービスに就航する同サイズの大型コ ンテナ船の一航海における燃費に大きなばら

つきが見られた[21]。図 2-9 はその一例である。最も多かった航海で 6500MT 程度。逆に最

も少なかったもので 4700MT 程度と、1800MT もの大きな差が存在する。 

 

 

図 2-9 同型・同サービスの船舶間の燃費データ比較例[21] 

 

そこて、船舶パフォーマンスデータを収集するパフォーマンス・モニタリングシステム 

(SIMS: Ship Information Management System)を開発し[22]、同航路に就航するコンテナ船

数隻に搭載し、システム及び計測データの検証を行うデータ活用の方法を検討した。図 

2-10 は SIMS のシステム概要を示す。具体的には、SIMS は船舶の回転数、船速、燃費、風
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向風速をはじめとする燃費性能に関わる運航データを毎時間自動的に陸側システムに送

信、データを解析することで省エネ運航や省エネ船型開発に利用した。 

 

 

図 2-10 SIMSのシステム概要[22] 

 

データ解析技術を活用して、効率的な操船を支援するシステムを開発することで、操船の

ムダ・ムラが減少し、燃費効率の良い運航が期待できる。また、図 2-11 が示すように、実海

域性能については、数値計算と実船計測データによる検証を繰り返し、波、風の中で、回転

数毎の船速低下、燃費増加を予測できるレベルとなった。検証実験によって実海域性能モ

デルを使って船速・燃費を精度良く計算できることを確認した。 
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図 2-11 実海域性能解析の例[22] 

 

 システム設計を支援する手法 

船舶単体の性能ではなく、海上物流のような複雑なシステムとしての輸送効率やCO2排出

量を検討する際には、システムズエンジニアリングなどを始めとしたシステム設計の体系で利

用される手法の利用が必要である。本節ではこれらの手法を紹介する。 

2.3.1 システムシンキング 

システムズアプローチとは、複雑性のある問題に対して事象全体をシステムとして認識する

システムシンキングを利用して問題にアプローチを図る方法論のことである[23]。ここではシス

テムシンキングについて紹介する。 

システムシンキングは、既存のシステムの振る舞いやパフォーマンスを理解する、システム

が変更されたらどうなるを想像する、システムの本質的な決定や判断を知る、システムの設計

やシンセシスを支援する、などの多くの目的のために使用する。これは、システム・アーキテク

チャである[24]。 

また、研究方法としてシステムズアプローチを考えた場合、そのプロセスは(1)システム認

識、(2)システム分析、(3)システム設計の三過程からなっている。坂口[25]は特に、システム分

析を「組織にとってもっとも有効な戦略的意思決定を行えるように判断と計算を統合するため

の方法である」としたうえで、考慮する本質的事項として以下の 6 つを挙げている。 

1) 意思決定者の達成しようとする目的の明確化 

2) 目的達成のための代替案の探求 

3) 各代替案の選択の際の機会費用の測定 
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4) モデル化による現象（問題）の再現 

5) 各代替案の効果の予測 

6) 評価基準の決定 

意思決定としてのシステムズアプローチに関する研究は多数存在しているが、ここでは、本

研究に関連する分析手法を簡単に紹介する。 

2.3.2 トレードスペース分析 

システム・アーキテクチャの意思決定は、アーキテクチャを意思決定の問題としてコード化し

単一の評価指標に基づいて最良のアーキテクチャを選ぶといった簡単な話ではない。それよ

りも、意思決定間の主なトレードオフの理解や、最終的なソリューションを視野に据えた評価指

標間の重みづけの評価。そしていしけっていの組み合わせに関する理解が求められる[24]。 

一般的に、システムにおけるトレードスペースは 2 つ以上の評価指標によって定義され、空

間におけるアーキテクチャ群の記述である[24]。例えば、図 2-12 では様々な自動車のエンジ

ンによるトレードスペースを描いている。エンジンを表す点が性能（馬力）とコスト（ドル）の 2 軸

の間に数多く記述されている。これらのエンジンに関するあらゆることを性能とコストという 2 つ

の評価指標に凝縮しており、この記述はシンプルであり包括である。 

 

   

  また、システムを評価するためのトレードスペース分析に関しては以下の事項を提案したい。 

⚫ 全ての評価指標の透明性を担保すること。 

⚫ アーキテクチャにおける重要なトレードオフを記述するような評価指標を 2 つか 3 つ特

 

図 2-12 馬力とコストを評価指標として作成したエンジンのトレードスペース[26] 
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定すること。 

⚫ 意思決定者に選択肢として提示することで，意思決定者により多くの可視性と権限を

提供すること。 

⚫ 差別化していない評価指標の長々とした一覧を提示することは避けること。 

⚫ 重要なニーズや制約に基づいて，意思決定者が優先度の高い評価指標の間での重

要なトレードオフを見えるようにし，重要性が低い目標に沿って残りの選択肢を差別化

すること。 

2.3.3 ポイント設計 

ポイント設計は少数のソリューションに対して細部にまで設計にこだわる多大な作業を表す

ことである[24]。ポイント設計は数々の細かい評価指標によって特徴付けられるものであり、例

としては表 2-1 のように、ハイブリットカーに対して抽出したものなどがこれにあたる。これらの

中から選択することは個別に精査することを意味しており、ペア毎の比較による精査も含まれ

る。 
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表 2-1 2種類のハイブリッドカーに対するポイント設計の比較[24] 

 

 

ここで、2 つのポイント設計の間で意思決定を整理する上で、複数のヒューリスティックスを用

いている。 

2.3.4 Morphological Matrix 

Morphological Matrix は表形式で意思決定を行う一般的な手法である。Morphological 

Matrix は 1950 年代に Fritz Zwicky によって考案され、現在でもエンジニアリングデザインの

分野で用いられている。図 2-13 に火星探索機の設計を対象とした Morphological Matrix の

使用例を示す[26]。各行に意思決定項目を並べ、各列にそれぞれの選択肢を列挙している。

Morphological Matrix は様々な組み合わせが考えられるシステム設計を容易かつシンプルに

行えるという利点がある。一方で、簡潔さ故に意思決定間の制約やシミュレーションによる詳細

評価が難しいという特徴もある。 
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図 2-13 火星探査機のMorphological Matrixの例[26] 

 

 意思決定支援システム 

2.4.1 意思決定支援システムとは 

意思決定支援システム(DSS)は、ユーザーがより短い時間で最適なソリューションを選択す

ることを支援する情報システムである。 

意思決定支援という概念は 2 つの研究から生まれた[27]。ひとつは 1950 年代末期から

1960 年代初期にカーネギー工科大学でなされた組織的意思決定の理論的研究である。もう

ひとつは 1960 年代にマサチューセッツ工科大学で行われた研究に端を発する対話型コン

ピュータシステムの技術的成果である。1970 年代中ごろには DSS は独自の研究領域を形成

するようになり、1980 年代には産業への応用が始まった。 

優れた DSS の代表的な特徴は以下の 4 点が挙げられる。 

i. システムズ分析手法に基づいている。 

ii. 当面の問題に関連する知識が取得、表現、分析可能である。 

iii. 柔軟的かつ欠落や不確実なデータを処理できる。 

iv. ユーザーフレンドリーである。 

v. 有用な出力を生成する能力を持っている。 

また、DSS 開発に使用される一般的な手順は、(i)問題の分析と解釈、(ii)知識の表現と推論、

(iii)代替案を生成と評価するための順次最適化設計、および(iv) DSS ロジックの有用性と強

化されたユーザーインタラクティビティの検証と検証。以下は意思決定支援システムの開発に

おける事例を紹介する。 
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2.4.2 水処理における意思決定支援システムの開発 

意思決定支援システムが水処理領域に開発されている例として、Abaid Ullah ら[28]は、廃

水処理技術を選択するための意思決定支援システム(DSS)を提案した。 

 

 

図 2-14 廃水処理技術選択における支援システムの概要図[28] 

 

提案されたシステムは、廃水処理における各種の最先端技術を、図 2-14 のように詳細なレ

ビューに基づいて整理することで、計画した解決案と未計画な解決案に分けて設計している。

本システムは廃水成分の複雑さと処理が必要な程度に基づいて、4 つの処理レベルに分類さ

れ、前処理、初級、二級、および三級処理が含まれる。特定な処理レベルに基づいて、提案さ

れたシステムは、物理、生物、化学、またはハイブリッド処理のプロセスを提案した。 

開発された DSS は、ユーザー制約、矛盾する要件、および検討中の一般条件を維持しな

がら一連の代替案から適切な廃水処理技術を選択することを支援する。また、このシステムは、

最小化したコストで計画段階に処理法の集合をカスタマイズすることと、計画および設計段階

で間違いを排除することができる。ユーザー要件と一般条件、顧客要求への取り組み、持続

可能な開発への促進に従い、代替解決案を絞り込むことで意思決定を容易にした。 
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2.4.3 分散型意思決定支援システムの開発 

Pinson ら[29]は、戦略的計画を立てるために、分散型意思決定支援システムを開発し

た。最近、人工知能の進歩、特にマルチエージェント理論の分野には、戦略的計画プロセス

のモデル化することに大きな期待をもたらしている。その領域では、問題を解決するために協

力する個別の認知エージェントを導入する機能により、より複雑で不適切な構造問題を処理

することが可能になる。 よって、分散型意思決定と分散型人工知能両方の進歩を統合する分

散型戦略的意思決定支援システム（DSDSS）を構築した。図 2-15 はこのシステムのフレーム

ワークを示す。 

 

 

図 2-15 分散型意思決定支援システムの概要図[29] 
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問題を複数のモジュールに分解することにより、知的エージェント(Intelligent Agents)が独自

の知識、目標、スキル、および計画を使用して相互協力することによってより複雑な問題を処

理できるようになった。また、高レベルの共通目標を満たすために、3 つの認知エージェントが

相互作用する。 意思決定プロセス中に、異なる視点の結果として競合が発生する可能性が

存在するため、Simon の妥協概念[30]と意思決定者の認知マップに基づき、競合の検出と解

決のための特定の方法が提案された。Multi-blackboard Architecture による戦略的知見とドメイ

ン知識の分離により、システムは階層的な分散型意思決定プロセスの表現に適していると考え

られる。 その結果、この分散型意思決定支援システムは、マーケティングにおける戦略的意

思決定の問題領域に適用されることが確認できた。 

2.4.4 船舶運用における意志決定支援システムの開発 

 堀井[31]は、燃料価格、船体価格、輸送需要などの不確実性の下で、海運会社が船隊

構成の意思決定をするための支援システムを開発した。図 2-16 は開発したシステムの概要

である。開発したシステムは、長期間での海運会社の船隊構成の遷移計画と、対象期間の

不確実性要素の値を入力として、各年度におけるCO2排出規制を遵守した場合での

OPEX(Operating Expense)、CAPEX(Capital Expenditure)および運航計画を主な出力とする

シミュレーションを行う。 
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図 2-16 船舶運用における意志決定支援システムの概要[53] 

 

 ケーススタディとしては、石松ら[32]が火星へ人間及び物資を輸送するための航路の最適

化するために提案した INFINIT モデルを利用し、拡張した複数燃料、燃料の地域価格差、

運河のモデル、所有船舶隻数による最大輸送能力の制約、CO2排出量の規制について詳細

な挙動を確認し、海上輸送モデルの検証を行った。また、シミュレーションの結果を比較し

て、複数の船隊構成遷移計画の評価を行うことができ、意思決定支援への有用性があるシス

テムを作成することができた。
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第3章 既存の海事産業意思決定支援の研

究と本研究の位置付け 
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 はじめに 

本研究の提案手法を説明する前に、既存の海事産業における意思決定支援に関する研究

が持つ課題を明らかにする必要がある。本章では、既存の海事産業における意思決定に関

する研究とそれが持つ課題を紹介したうえで、本研究の位置づけを行う。 

 既存の海事産業における技術導入の評価手法 

本節では、海事産業における技術導入の意思決定支援手法を説明する。 

稗方ら[9]は、海事産業界において効率化・競争力強化を目的とし、海事産業における IoT

技術導入の意思決定支援手法を提案した。 

まずは、Systems Approach の手法を用い、海事産業の要求分析と、海事産業の機能分析を

行った。海事産業における意思決定運航サービスが応えるべき要求を、荷主の要求を考慮し

た QCDを向上すると定義した。具体的には、Q は Quality：安全で確実な輸送、C は Cost：安

価な輸送、D は Delivery：確実納期な輸送とした。技術導入の効果を一元的に評価するため

に、評価軸は以下の 3 つと定義した。 

⚫ Quality : 運航サービスにおける事故・故障の発生件数 

⚫ Cost : 運航サービスにおける船会社の運航利益 

⚫ Delivery : 運航サービスにおける遅延時間 

次に、技術導入の効果を評価するために、運航シミュレーションによる定量的な評価手法を

開発した。評価手法の概要を図 3-1 に示す。 
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図 3-1 評価手法の概要[9] 

 

運航中の船舶がとり得る状態を「運航」、「荷役」、「入渠」の 3 状態であるとしたうえで、前述

した評価基準に対して運航モデル、荷役モデル、入渠モデルと利益モデルの 4 つのモデルに

分類して作成する。IoT 技術の導入効果は、作成したモデルの入力パラメータの値を変更させ

ることにより表現し、QCD の評価指標の値を比較することによって定量的に評価する。 

ケーススタディとして、実際に考案された 25 個の IoT 技術導入の評価を行った。その結果

は図 3-2 に示す。シミュレーションの入力として種々の IoT 技術の機能をパラメータとして与え

ることで、IoT 技術の導入効果を比較検討し、各評価軸の観点から有効な IoT 技術の選定の

議論が可能になった。 
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図 3-2 IoT技術導入による QCDの評価結果[9] 

 

また、稗方ら[30]は、技術成熟度を考慮したパラメータの感度分析を行った。導入検討す

る IoT 技術を i. 技術成熟度が低い場合、ii. 中程度の技術成熟度、iii. 技術成熟度が高い

場合の 3 段階を想定し、それぞれにパラメータ変更値を付与した。その結果は図 3-3 を示

す。感度の高い IoT 技術は、導入の意思決定の際には、妥当な評価を下すためには IoT 技

術の技術成熟度を精査することで現実的な効果（パラメータ設定値）を見積もることが重要に

なると確認した。また、技術成熟度によって必要な技術や積極的な投資の価値がある技術に

ついて考察することが可能であることも示した。 
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図 3-3 IoT技術導入による QCDの評価結果（感度分析）[9] 

 

 既存の評価手法が存在する課題 

本節では、海事産業における IoT 技術導入の意思決定支援に関する手法を、本研究の

先行研究である稗方ら[9]による評価手法を用いて紹介した。IoT 技術の効果をシミュレー

ションの入力パラメータ変更で表現することで、その価値を相対的に評価・判断できることを

示し、導入・開発の投資価値がある技術についても議論することができた。 

 

一方、ケーススタディによる結果から、以下のことが分かった。 
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⚫ 船舶運航中に、原油価格や運賃のようなに不確実性が存在するパラメータに関して

は、シミュレーションには定数そして設定されたため、市場の不確実性は考慮されて

いないこと。 

⚫ 評価軸については荷主の要求を考慮した QCD を設定したが、海上輸送のパフォー

マンスに多大な影響を与えるCO2排出状況は考慮されていないこと。 

⚫ 単一の技術導入効果だけを評価し、複数の技術を導入する際の相互作用は考慮さ

れていないこと。 

 

また、技術組み合わせにおける導入効果の定量的評価にあたっては、近年では Gaspher

ら[33]や Calleya ら[34]によって船舶設計や船舶技術の評価軸として運航の経済性やCO2削

減量を掲げているが、その選定方法や評価機能の展開方法は普及性がまだ低いと考えられ

る。 

 本研究の位置付け 

稗方ら[9]は、多くの技術から投資対象となる技術を選定する意思決定問題の支援を行っ

たが、複数の技術の組み合わせを導入する際の効果を、シミュレーションによって検討する

手法が必要である。また、評価指標として、CO2排出状況に関する評価軸の選定も必要であ

ると考えられる。 

本研究は、技術の組み合わせによる創発的な効果も活用することで、運航コストの制約の

中で世界で合意されているCO2排出目標などの困難な目標を実現する方法を検討する。技

術の導入効果を評価するためのシミュレーターは先行研究のものにに基づきて機能を追加、

削減および変更することによって開発し、創発効果の分析に重きを置く。 

 

以上を踏まえて、本研究の新規性としては以下の 2 点を挙げる。 

⚫ 運行利益の向上とCO2排出量の削減を定量的に評価することの提案 

⚫ 複数の技術を同時に導入することで相乗的な効果を探索し、海事産業へ意思決

定支援手法の提案。
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第4章 提案した評価手法 
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 はじめに 

本章では、海上物流システムにおける技術導入による相乗効果の探索手法について述べ

る。 

具体的に、まずは提案した評価手法の概要を図を用いて説明する。次に構築した海上物

流シミュレータの概要を紹介する。その後、開発した評価手法として、運行利益の向上とCO2

排出量の削減の観点から、評価基準の選定と技術導入による創出効果の定量的な算出手

法を詳しく紹介する。最後に、第 2 章で海事産業における開発、または導入を検討されてい

る技術群を参考にシミュレータの構築にあたってモデルの作成を詳しく説明する。なお、船舶

の技術的なモデルは稗方ら[9]、上野[35]から、市場や為替などに関するモデルは稗方ら

[36]、斎藤[37]を参考に作成した 

 提案した手法の概要 

提案した手法の概要を図 4-1 に示す。4.3 節からは手法の詳細を順に説明する。 
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図 4-1 提案した手法の概要 

 

 海上物流シミュレータ 

本節では、構築した海上物流シミュレータの概要を説明する。本研究で構築するシミュ

レータは、基本的に第 3 章で紹介した本研究の先行研究である稗方ら[9]と上野[35]が作成

した船舶運航シミュレータに基づいて構築した。具体的には、先行研究のシミュレータに構

成する数式モデルと各モデル間の関係を参考にしたが、複数技術導入と市場変動のような

新しい要素を考慮したため、シミュレータの実行に関するコードを再検討した。モデルの作成

については 4.5 節から詳しく説明する。 
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4.3.1 シミュレータの設定 

本シミュレータは、コンテナ船 1 隻を対象とした海上物流シミュレーションを行う。実海域の

船舶の運航と合わせるため、外部影響として気海象影響のほか、燃費コストや運賃に関わる

市場変動の不確実性と、運航中に往復路における船舶の積載量の変化による運航状況の

変化を考慮した。なお、本シミュレータは海難事故や、船舶消失に繋がる重大なものは考慮

せず、運航中または入渠時の修理によって復旧可能な事故・故障のみを考慮した。 

4.3.2 シミュレータの機能 

実海域に貨物輸送を行う船舶の状態を「運航」、「荷役」、「入渠」の 3 つに整理したシミュ

レータの機能を燃費モデル、故障・気象モデル、荷役モデル、利益モデルと市場モデルの 5

つのモデルと入渠ルールに分類して作成する。入力は各モデルで設定されるパラメータと海

上輸送における航路長、船速などの基本設定であり、最終的な出力はCO2排出量、CO2排出

原単位、運航利益、の 3 つである。 

出力のうち、CO2排出量は船舶がライフサイクルのうち海上輸送運航によって排出したCO2

総量である。CO2排出原単位は、1.1.3 で紹介された EEDI 指標[2]であり、CO2の排出効率を

計算する指標である。本海上物流シミュレータの場合は、「1 トンの貨物を 1 キロメートル運ぶ

のに排出するCO2グラム数」を定義する。運航利益は海運業の利益構造[38]において影響が

ある運航収益と運航諸費用を考慮する。各出力の計算方法は 4.4 節に詳しく説明する。 

シミュレータを構築するには、海上物流システムのモデル化による技術導入効果の評価が

必要である。導入する技術あるいは技術の組み合わせの効果は、作成したモデルのパラメー

タを変更することによって表現する。作成したモデルにパラメータを入力することで、導入する

技術の組み合わせに対して海上輸送のモンテカルロシミュレーションを実行する。図 4-2 は

表現手法の概要である。 
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図 4-2 パラメータ変更による技術導入の概要 

 

 創発効果の評価手法 

3.4 節で本研究の新規性としては 1. 運行利益の向上とCO2排出量の削減を定量的に評価

することの提案と 2. 複数の技術を同時に導入することで相乗的な効果を探索し、海事産業へ

意思決定支援手法の提案と述べたが、異なる種類の評価指標の使用と導入される複数技術

間から生成された創発的な効果を考慮するため、新しい評価手法の開発が必要である。 

本節は、本研究における評価手法に関して詳しく説明していく。 

4.4.1 評価指標の計算 

本項は評価指標の計算手法を説明する。 

シミュレータの出力値は総利益、CO2総排出量とCO2原単位である。総利益に関する計算の

仕組みは 4.5.4 節に詳しく説明するが、ここで、海上物流における総利益𝜋を式 4.1 のように、

総収入𝐼と総費用𝐶𝑜𝑠𝑡の差分を定義する。また、総費用の単位は million $を設定する。 
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𝜋 = 𝐼 − 𝐶𝑜𝑠𝑡 4.1 

 次に、CO2総排出量𝐸の計算について説明する。船舶 1 隻のある時間内におけるCO2排

出量は曹[39]が作成した評価関数を参考して式 4.2 のように定義する。CO2排出量係数、馬

力と C 重油比重は、シミュレータの初期設定値として設定され、運航時間は航行距離と船速

の設定によって求められる、燃料消費率の計算は 4.5 節燃費モデルに詳しく説明する。ま

た、CO2総排出量の単位は thousand ton（千トン）である。 

 

𝐸 = 𝐶𝑂2排出量係数(𝑘𝑔/𝑙)  ×  馬力(𝑃𝑆)  ×  燃料消費率(𝑘𝑔/𝑃𝑆/ℎ)  

×  運航時間(ℎ) / 𝐶重油比重(𝑘𝑔/𝑙) 

4.2 

 

 最後にCO2原単位𝐶𝐼の計算を説明する。CO2原単位の定義は 4.3.2 で述べたように、「1

トンの貨物を 1 キロメートル運ぶのに排出するCO2グラム数」である。ここで、船のCO2

原単位は基本的に 1 年の輸送活動に基づいて計算されるため、式 4.3 は、船 1 隻が 1 年間

の輸送活動におけるCO2原単位の計算式を示す。ここで、𝐸𝑠は前に定義された一年間のCO2

排出量であり、“貨物量×運行距離”は船一年間の活動量で定義できる。CO2排出量係数と C

重油比重は環境省温室効果ガス排出量の算定・報告・公表制度に基づいて設定する。また、

CO2原単位の単位は(g/(ton・km)である。 

 

𝐶𝐼 =
𝐸𝑠(𝑡ℎ𝑜𝑢𝑠𝑎𝑛𝑑 𝑡𝑜𝑛)

貨物量
𝑦𝑒𝑎𝑟

(𝑡𝑜𝑛) × 運航距離(𝑘𝑚) × 106
 4.3 

 

 以上、本項はシミュレータの出力である総利益、CO2総排出量とCO2原単位の定義と計算手

法を説明した。 

4.4.2 創発効果の探索 

複数技術の導入における相互作用の効果を探索するために、導入効果間で比較する必要

がある。そのため、評価指標の基準となるベースラインを設定しなければならない。本研究に

おける各評価指標総利益(million $)、CO2排出量(thousand ton)、CO2排出原単位(g/(ton・

km))は、それぞれの基準は評価指標によって導入効果の計算方法が異なるため、これからは

詳しく説明する。 
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4.4.2.1 総利益と𝐂𝐎𝟐排出量における創発効果の探索 

まずは総利益とCO2排出量の正規化手法を説明する。図 4-3 は計算手法の概要を示す。

両方は総量を表す単位なので、計算方法は同様である。ここで、単一技術または複数技術の

組み合わせを導入した時に生じた「導入効果」(Introduction effect)の計算を行う。計算手順は

以下となる。 

 

 

図 4-3 総利益とCO2排出量における創発効果を計算する概要図 

 

i. 技術導入を行わない時にシミュレーションを行う。入力するパラメータは全て基本設定

のパラメータであるため、その出力はベースライン、または基準値(𝑠𝑖𝑚𝑢𝑙𝑎𝑡𝑖𝑜𝑛𝑇0)とする。 

ii. 単一の技術を導入するシミュレーションを行う。ここで、技術 ID 𝑖の場合、シミュレーショ

ンの出力は𝑠𝑖𝑚𝑢𝑙𝑎𝑡𝑖𝑜𝑛𝑇𝑖とする。 

iii. 複数技術の組み合わせを同時に導入する際のシミュレーションを行う。ここで、例えば

技 術 ID  𝑖, 𝑗, … の 組 み 合 わ せ を 同 時 に 導 入 し た シ ミ ュ レ ー シ ョ ン の 結 果 は
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𝑠𝑖𝑚𝑢𝑙𝑎𝑡𝑖𝑜𝑛𝑇𝑖+𝑇𝑗+⋯とする。 

iv. 単一技術導入の効果を定量化するために、ii で計算した結果と、i で計算した基準値

の差分(𝑒𝑓𝑓𝑒𝑐𝑡𝑠𝑖𝑛𝑔𝑙𝑒)を計算する。この差分は単一技術導入による「導入効果」である。

計算式を式 4.4 に示す。 

v.  

𝑒𝑓𝑓𝑒𝑐𝑡𝑠𝑖𝑛𝑔𝑙𝑒 = 𝑠𝑖𝑚𝑢𝑙𝑎𝑡𝑖𝑜𝑛𝑇𝑖 − 𝑠𝑖𝑚𝑢𝑙𝑎𝑡𝑖𝑜𝑛𝑇0 4.4 

 

vi. 技術の組み合わせを導入する効果を定量化するために、iii で計算した結果と、i で計

算した基準値の差分(𝑒𝑓𝑓𝑒𝑐𝑡𝑐𝑜𝑚𝑏𝑖)を計算する。この差分は複数技術の導入による「導

入効果」である。計算式を式 4.5 に示す。 

 

𝑒𝑓𝑓𝑒𝑐𝑡𝑐𝑜𝑚𝑏𝑖 = 𝑠𝑖𝑚𝑢𝑙𝑎𝑡𝑖𝑜𝑛𝑇𝑖+𝑇𝑗+⋯ − 𝑠𝑖𝑚𝑢𝑙𝑎𝑡𝑖𝑜𝑛𝑇0 4.5 

 

ここまでは単一技術の導入または複数技術の組み合わせの導入が生じた「導入効果」の計

算である。具体的なイメージを図 4-4 に示す。図 4-4 では、技術導入を行わない時に「導入

効果」が存在しないので、「導入効果」は 0 である。技術を導入する際、技術によって効果が異

なるため、「導入効果」も異なる。 

 

 

図 4-4 総利益とCO2排出量における「導入効果」計算のイメージ 
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ここまでは総利益とCO2排出量の「導入効果」をそれぞれ式 4.4 と式 4.5 で計算し、技術導

入による海事産業へもたらす効果の定量化を行った。これからは、技術の組み合わせを導入

する際の創発的な効果を検証するため、単一の技術導入効果と比較して相互作用を探索す

る。ここで、この創発的な効果を「創発効果」(Emergence effect)と定義する。 

複数の技術(ID 𝑖, 𝑗)の組み合わせを同時に導入する際の「導入効果」と、複数の技術をそ

れぞれ単独的に導入する際の「導入効果」の和を計算し、その差分(𝑒𝑚𝑒𝑟𝑔𝑒𝑛𝑐𝑒𝑐𝑜𝑚𝑏𝑖)を計

算する。この差分は、「創発効果」である。計算式を式 4.6 に示す。「創発効果」のイメージを

図 4-5 に示す。 

 

𝑒𝑚𝑒𝑟𝑔𝑒𝑛𝑐𝑒𝑐𝑜𝑚𝑏𝑖 = 𝑒𝑓𝑓𝑒𝑐𝑡𝑐𝑜𝑚𝑏𝑖 − (𝑒𝑓𝑓𝑒𝑐𝑡𝑠𝑖𝑛𝑔𝑙𝑒,𝑖 + 𝑒𝑓𝑓𝑒𝑐𝑡𝑠𝑖𝑛𝑔𝑙𝑒,𝑗 + ⋯ ) 4.6 

 

 

図 4-5 総利益とCO2排出量における「創発効果」計算のイメージ 

 

ここで、各評価指標における「創発効果」の意味を説明する。 

 

まず、総利益の場合を考える。運航総利益は技術導入によって増加していくと想定され

る。従って、総利益における「創発効果」が正数の場合は、技術組み合わせを同時に導入し

た時の「導入効果」が、技術が分かれてそれぞれ導入された時の「導入効果」の和より大きい
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と考えられる。その場合は技術の組み合わせ導入によって良い「創発効果」が存在することを

意味する。 

一方、総利益における「創発効果」が負数の場合は、技術組み合わせを同時に導入した

時の「導入効果」が、技術が分かれてそれぞれ導入された時の「導入効果」の和より小さいと

考えられる。その場合は技術の組み合わせ導入によってマイナスの「創発効果」が存在する

ことを意味する。 

また、「創発効果」が 0 に近い場合は、技術の組み合わせを導入することによる相互作用

がほぼ存在しないという意味である。 

 

次に、CO2排出量の場合を考える。総利益の「創発効果」と逆に、CO2排出量は技術導入

によって減少していくと想定される。従って、CO2排出量における「創発効果」が負数の場合

は、技術組み合わせを同時に導入した時の「導入効果」が、技術が分かれてそれぞれ導入さ

れた時の「導入効果」の和より大きいと考えられる。この場合は技術の組み合わせ導入によっ

て良い「創発効果」が存在することを意味する。 

一方、CO2排出量における「創発効果」が正数の場合は、技術組み合わせを同時に導入し

た時の「導入効果」が、技術が分かれてそれぞれ導入された時の「導入効果」の和より小さい

と考えられる。その場合は技術導入によるマイナスの「創発効果」が存在することを意味する。 

また、「創発効果」が 0 に近い場合は、技術の組み合わせを導入することによる相互作用

がほぼ存在しないという意味である。なお、CO2排出量における効果は比率で示されるため、

複数の技術を導入した場合の効果のベースラインは後述するように積とする。 

4.4.2.2 𝐂𝐎𝟐排出原単位における創発効果の探索 

 次に、CO2排出原単位の「創発効果」の計算手法を説明する。CO2排出原単位の「創発効

果」の計算手法の概要を図 4-6 に示す。CO2排出原単位は効率を表す単位なので、導入効

果をパーセンテージで表示する。計算を行う際にはパーセンテージに変更する。 
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図 4-6 CO2排出原単位による創発効果を計算する概要図 

 

手順は以下となる。 

i. 技術導入を行わない時のシミュレーションを行う。入力するパラメータは全て基本設定

のパラメータであるため、その出力はベースライン、または基準値(𝑠𝑖𝑚𝑢𝑙𝑎𝑡𝑖𝑜𝑛𝑇0)とする。 

ii. 単一の技術を導入するシミュレーションを行う。ここで、技術 ID 𝑖の場合、シミュレーショ

ンの出力は𝑠𝑖𝑚𝑢𝑙𝑎𝑡𝑖𝑜𝑛𝑇𝑖とする。 

iii. 複数技術の組み合わせを同時に導入する際のシミュレーションを行う。ここで、例えば

技 術 ID  𝑖, 𝑗, … の 組 み 合 わ せ を 同 時 に 導 入 し た シ ミ ュ レ ー シ ョ ン の 結 果 は

𝑠𝑖𝑚𝑢𝑙𝑎𝑡𝑖𝑜𝑛𝑇𝑖+𝑇𝑗+⋯とする。 

iv. 単一技術導入の効果を定量化するために、ii で計算した結果と、i で計算した基準値

の差分を計算する。そして、この差分を基準値(𝑠𝑖𝑚𝑢𝑙𝑎𝑡𝑖𝑜𝑛𝑇0)で割り、得られた結果

(𝑒𝑓𝑓𝑒𝑐𝑡𝑠𝑖𝑛𝑔𝑙𝑒)は単一技術導入による「導入効果」である。計算式を式 4.7 に示す。 
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𝑒𝑓𝑓𝑒𝑐𝑡𝑠𝑖𝑛𝑔𝑙𝑒 =
𝑠𝑖𝑚𝑢𝑙𝑎𝑡𝑖𝑜𝑛𝑇𝑖 − 𝑠𝑖𝑚𝑢𝑙𝑎𝑡𝑖𝑜𝑛𝑇0

𝑠𝑖𝑚𝑢𝑙𝑎𝑡𝑖𝑜𝑛𝑇0
× 100% 

4.7 

 

v. 技術の組み合わせを導入する効果を定量化するために、iii で計算した結果と、i で計

算した基準値の差分を計算する。この差分を基準値(𝑠𝑖𝑚𝑢𝑙𝑎𝑡𝑖𝑜𝑛𝑇0)で割り、得られた

結果(𝑒𝑓𝑓𝑒𝑐𝑡𝑐𝑜𝑚𝑏𝑖)は複数技術の導入による「導入効果」である。計算式を式 4.8 に示

す。 

 

𝑒𝑓𝑓𝑒𝑐𝑡𝑐𝑜𝑚𝑏𝑖 =
𝑠𝑖𝑚𝑢𝑙𝑎𝑡𝑖𝑜𝑛𝑇𝑖+𝑇𝑗+⋯ − 𝑠𝑖𝑚𝑢𝑙𝑎𝑡𝑖𝑜𝑛𝑇0

𝑠𝑖𝑚𝑢𝑙𝑎𝑡𝑖𝑜𝑛𝑇0
× 100% 

4.8 

 

ここまでは単一技術の導入または複数技術の組み合わせの導入が生じた「導入効果」の計

算である。具体的なイメージを図 4-7 に示す。4.4.2.1 での説明と同じように、図 4-7 に、技術

導入を行わない時に「導入効果」が存在しないので、「導入効果」は 0 である。技術を導入する

際、技術によって効果が異なるため、「導入効果」も異なる。 

 

 

図 4-7 CO2排出原単位における「導入効果」計算のイメージ 

 

4.4.2.1 と同様に、ここまではCO2排出原単位の「導入効果」を式 4.7 と式 4.8で計算し、技術

導入による海事産業へもたらす効果の定量化を行った。これからは、技術の組み合わせを導
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入する際の創発的な効果を検証するため、単一の技術導入効果と比較して「創発効果」を探

索していく。 

ここで、CO2排出原単位の「導入効果」がパーセンテージなので、複数の技術をそれぞれ

単独的に導入する際の「導入効果」の総影響(𝑖𝑛𝑓𝑙𝑢𝑒𝑛𝑐𝑒𝑐𝑜𝑚𝑏𝑖)は、線形的な和ではなく、式

4.9 で定義された計算式で計算される。 

 

𝑖𝑛𝑓𝑙𝑢𝑒𝑛𝑐𝑒𝑐𝑜𝑚𝑏𝑖 = ((1 − |𝑒𝑓𝑓𝑒𝑐𝑡𝑠𝑖𝑛𝑔𝑙𝑒,𝑖|) × (1 − |𝑒𝑓𝑓𝑒𝑐𝑡𝑠𝑖𝑛𝑔𝑙𝑒,𝑗|) × … ) 4.9 

 

そして、複数の技術(ID 𝑖, 𝑗)の組み合わせを同時に導入する際の「導入効果」と、その総

影響の差分(𝑒𝑚𝑒𝑟𝑔𝑒𝑛𝑐𝑒𝑐𝑜𝑚𝑏𝑖)を計算する。この差分は、「創発効果」である。計算式を式

4.10 に示す。「創発効果」のイメージを図 4-8 に示す。 

 

𝑒𝑚𝑒𝑟𝑔𝑒𝑛𝑐𝑒𝑐𝑜𝑚𝑏𝑖 = 𝑒𝑓𝑓𝑒𝑐𝑡𝑐𝑜𝑚𝑏𝑖 − 𝑖𝑛𝑓𝑙𝑢𝑒𝑛𝑐𝑒𝑐𝑜𝑚𝑏𝑖 4.10 

 

 

図 4-8 CO2排出原単位における「創発効果」計算のイメージ 

 

ここで、こちらの「創発効果」の意味を説明していく。 
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CO2排出量の「創発効果」と同じく、CO2排出原単位は技術導入によって減少していくと想

定される。従って、CO2排出原単位における「創発効果」が負数の場合は、複数の技術を組

み合わせて導入した時の「導入効果」が、技術が分かれてそれぞれ導入された時の「導入効

果」の総影響より大きいと考えられる。この場合は技術の組み合わせ導入によって良い「創発

効果」が存在することを意味する。 

一方、CO2排出原単位における「創発効果」が正数の場合は、複数の技術を組み合わせ

て導入した時の「導入効果」が、技術が分かれてそれぞれ導入された時の「導入効果」の総

影響より小さいと考えられる。その場合は技術導入によるマイナスの「創発効果」が存在ことを

意味する。 

また、「創発効果」が 0 に近い場合は、技術の組み合わせを導入することによる相互作用

がほぼ存在しないことを意味する。 

 

以上、本項は評価手法を用いる評価指標の正規化と、技術導入による「導入効果」を「創発

効果」を説明した。 

4.4.3 評価指標の可視化 

本項は、意思決定者のハイパフォーマンスな技術の組み合わせへの投資を容易にするた

めに、指標の可視化が必要である。以下は評価指標の可視化手法を説明する。 

本研究は、二次元的に技術組み合わせの導入による「創発効果」を分析・評価するため、

同時に導入する技術の数を 2 個に設定する。また、第 2 章で紹介されたシステムズアーキテク

チャにおけるトレードスペース分析と Morphological Matrix に基づき、技術組み合わせを導入

する際の相互作用の評価図を作成した。作成したグラフのイメージは 2.3.1 の図 2-12 自動車

のエンジンによるトレードスペースを参考し、2 つの評価指標に絞っており、技術導入効果を二

次元的に評価する。 

ここで、CO2排出状況を表すのは、排出効率を代表するCO2排出原単位と排出総量を代表

するCO2排出量の 2 つの指標である。従って、本研究が作成するトレードスペースの縦軸を、

CO2排出原単位の「創発効果」と、CO2排出量の「創発効果」2 種類に分けて設定する。横軸は

運航利益を代表する総利益の「創発効果」である。 

まず、トレードスペースの縦軸がCO2排出原単位の「創発効果」に設定された場合に対して

図 4-9 を用いて説明する。 
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図 4-9 縦軸がCO2排出原単位における「創発効果」のイメージ 

 

図 4-9 が 4 つの部分に分けられる: 総利益の「創発効果」とCO2排出原単位の「創発効果」

が全て正数である第一象限、総利益の「創発効果」が正数で、CO2排出原単位の「創発効果」

が負数である第二象限、総利益の「創発効果」とCO2排出原単位の「創発効果」が全て負数で

ある第三象限と、総利益の「創発効果」が負数で、CO2排出原単位の「創発効果」が正数であ

る第四象限。各象限と横軸、縦軸が持つ意味を図 4-9 に示すように、CO2排出原単位が正の

場合は悪い創発効果が現れ、総利益が正の場合は良い創発効果が現れると考えられる。

従って、第二象限は技術導入によって良い総合創発効果、第四象限は技術導入によって悪

い総合創発効果が現れることを意味する。 

 

次に縦軸がCO2排出量の「創発効果」とした場合に、図 4-10 を用いて説明する。 
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図 4-10 縦軸が𝐶𝑂2排出量における「創発効果」のイメージ 

 

図 4-9 と同じのように、図 4-10 が 4 つの部分に分けられる: 総利益とCO2排出量の「創

発効果」が全て正数である第一象限、総利益の「創発効果」が正数で、CO2排出量の「創発効

果」が負数である第二象限、総利益とCO2排出量の「創発効果」が全て負数である第三象限と、

総利益の「創発効果」が負数で、CO2排出量の「創発効果」が正数である第四象限。各象限が

持つ意味を図 4-10 に示すように、CO2排出量が正の場合は悪い創発効果が現れ、総利益が

正の場合は良い創発効果が現れると考えられる。従って、第二象限は技術導入によって良い

総合創発効果、第四象限は技術導入によって悪い総合創発効果が現れることを意味する。 

 

よって本節では、運行利益とCO2排出状況を評価指標としたうえで、技術の組み合わせを導

入する際、相互作用を考慮した効果を分析できる評価手法を提案した。 

 海上物流シミュレーションの詳細 

4.1 節から 4.4 節までは提案手法の概要と評価手法の詳細を説明したが、ここからは海上物

流シミュレーションの詳細を説明する。まず、シミュレータを構成する各モデルを節ごとに分け

て詳しく説明した後、シミュレーションの入力パラメータを整理する。最後はシミュレーションの

流れを説明する。 
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4.5.1 燃費モデルの作成 

4.5.1.1 船舶性能 

CO2排出量とCO2排出原単位を算出するために、燃料消費量の計算が必要である。燃料消

費量に関わる部分の概要を図 4-11 に示す。燃料消費量𝐹𝑂𝐶[ton/h]の算出は、船速𝑣[knot]を

入力として、船体性能、エンジン性能、プロペラ性能を定義することと、経年劣化・生物汚損影

響、操船・気海象影響を算出することから行う。なお、計算された燃料消費量に航行時間[h]と

燃料価格[$/ton]を乗ずることで燃料費[$]とする。 

 

 

図 4-11 燃料消費量算出の手順 

 

船舶性能部分は船型・エンジン・プロペラで構成される。この構成より構築される船舶性能

モデルを用いて船舶のライフサイクル期間における運航を行う。そのため、基本となる船舶性

能ではライフサイクル期間中において初期設計のみで使用され、船体・エンジン・プロペラの

構成が変化することはない。なお、船舶性能モデルを構築するための船舶性能指標を導出

する際に船舶海洋工学シリーズ[40][41]を参考にした。 

以下の項で、これらの船体・プロペラ・主機から構築される船舶性能部分について詳述す

る。 
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4.5.1.1.1. 船体 

船舶推進性能を左右する要素として、船舶の船体(Hull)は、船舶の進行速度、波や風など

から受ける抵抗などに影響し、船舶全体にかかる抵抗全てに影響を及ぼす。そのため、本研

究では、入力値船速(Velocity, V)に対する有効馬力(Effective Horse Power, EHP)を定義す

ることで船型の定義を行う。 

そこで、船速 V[m/s]と有効馬力 EHP[kW]の関係について、船体の全抵抗𝑅𝑡[𝑁]を用いる

と、次の式 4.11 のように表せる。 

 

𝐸𝐻𝑃(𝑉) =
𝑅𝑡 ∙ 𝑉

1000
 

4.11 

 

全抵抗𝑅𝑡は全抵抗係数𝐶𝑡𝑠および浸水面積𝑆[𝑚2]、海水の密度𝜌[𝑘𝑔 ∙ 𝑠2 𝑚4⁄ ]を用いて式

4.12 のように定義される。 

 

𝑅𝑡 =
1

2
𝜌𝐶𝑡𝑠𝑉2𝑆 

4.12 

 

なお、平水中全抵抗係数𝐶𝑡𝑠は三次元外挿法により形状影響係数𝑘および、造波抵抗係

数𝐶𝑤、摩擦抵抗係数𝐶𝑓𝑠を用いて式 4.13 のように表せる。また、造波抵抗係数𝐶𝑤は船型

データから式 4.14 のように船速𝑉[𝑚/𝑠]の二次式で近似し、形状影響係数𝑘は船型情報を参

考に設定する。 

 

𝐶𝑡𝑠 = 𝐶𝑤 + (1 + 𝑘)𝐶𝑓𝑠 4.13 

𝐶𝑤 = 𝐶𝑤0 + 𝐶𝑤1𝑉 + 𝐶𝑤2𝑉2 4.14 

𝐶𝑤0，𝐶𝑤1，𝐶𝑤2：定数 

 

摩擦抵抗係数𝐶𝑓は Schoenherr 簡便式により、レイノルズ数𝑅𝑒（式 4.15）を用いて式 4.16

のように算出される。なお、𝐿は実船の代表長さ[𝑚]、𝜈は動粘性係数[𝑚2 𝑠⁄ ]である。 

 

𝑅𝑒 =
𝑉𝐿

𝜈
 

4.15 

𝐶𝑓 = 0.463 ∙ (log10 𝑅𝑒)−2.6 4.16 
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船体性能の改善は造波抵抗係数𝐶𝑤の減少として考える。つまり式(4.13)のパラメータ𝐶𝑤0，

𝐶𝑤1，𝐶𝑤2の変更を考慮して有効馬力 EHP[kW]の変更を行う。 

4.5.1.1.2. プロペラ 

プロペラ部では、制動馬力(Brake Horse Power, BHP)から軸馬力(Shaft Horse Power, 

SHP)、伝達馬力 (Delivered Horse Power, DHP)、推力馬力(Thrust Horse Power, THP)、有

効馬力(Effective Horse Power, EHP)と順に船体全体へ力が変換されている。制動馬力 BHP

が EHP まで伝達される際に生じる出力の損失は元の出力と伝達された出力の比から各効率

として表すことが出来る。そのため、制動馬力 BHP から軸馬力 SHP への変換効率を機械効

率𝜂𝑀、軸馬力 SHP から伝達馬力 DHP への変換効率を伝達効率𝜂𝑇、伝達馬力 DHP からプ

ロペラの推力馬力 THP への変換効率をプロペラ船後効率𝜂𝐵、推力馬力 THP から有効馬力

EHP への変換効率を船殻効率𝜂𝐻と定義すると以下の式 4.17、式 4.18、式 4.19、式 4.20 の

ように表現できる。 

 

𝜂𝑀 =
𝑆𝐻𝑃

𝐵𝐻𝑃
 

4.17 

𝜂𝑇 =
𝐷𝐻𝑃

𝑆𝐻𝑃
 

4.18 

𝜂𝐵 =
𝑇𝐻𝑃

𝐷𝐻𝑃
 

4.19 

𝜂𝐻 =
𝐸𝐻𝑃

𝑇𝐻𝑃
 

4.20 

 

従って、船体部で算出された有効馬力 EHP からエンジン出力である制動馬力 BHP[kW]

を式 4.21 のようにまとめられる。 

 

𝐸𝐻𝑃 = 𝜂𝑀𝜂𝑇𝜂𝐵𝜂𝐻 ∙ 𝐵𝐻𝑃 4.21 

 

ここで、制動馬力 BHP から有効馬力 EHP への変換効率について式 4.22 のように変換で

きる。 
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𝜂𝑀𝜂𝑇𝜂𝐵𝜂𝐻 =
𝐸𝐻𝑃

𝐵𝐻𝑃
=

𝐸𝐻𝑃

𝐷𝐻𝑃
∙

𝐷𝐻𝑃

𝐵𝐻𝑃
= 𝜂 ∙ 𝜂𝑠 

4.22 

 

効馬力 EHP と伝達馬力 DHP の比率である推進効率𝜂と、伝達馬力 DHP と制動馬力

BHP の比率であるシャフト効率𝜂𝑠に分けて考える。式 4.23 に示すプロペラ流入速度𝑉𝑎と船

速𝑉の比である有効伴流係数𝑤と式 4.24 に示す船体抵抗𝑅𝑇とプロペラの推力𝑇の比である

スラスト減少係数 t を用いることで、推進効率𝜂は式 4.25 のように表せる。 

 

1 − 𝑤 =
𝑉𝑎

𝑉
 

4.23 

1 − 𝑡 =
𝑅𝑇

𝑇
 

4.24 

𝜂 =
𝐸𝐻𝑃

𝐷𝐻𝑃
=

1 − 𝑡

1 − 𝑤
𝜂𝐵 

4.25 

 

また、プロペラ船後効率𝜂𝐵はプロペラトルク Q と推力 T を用いることで次の式 4.26 のよう

に表せる。 

 

𝜂𝐵 = 𝑇 ∙
𝑉𝑎

2𝜋𝑛𝑄
 

4.26 

 

ここで、プロペラ性能を向上させるには、式(4.18)のプロペラ船後効率𝜂𝐵パラメータを

変更することによって表現する。 

 

4.5.1.1.3. エンジン 

船舶性能を改善することに加え、最終目的である船舶が航行するのに必要な燃料消費量

を求めるために、船舶構成機器の 1 つである主機エンジン(Engine)についてディーゼル機関

を想定して定義を行う。 

エンジン部では、プロペラ部で算出された制動馬力𝐵𝐻𝑃から燃料消費率𝑆𝐹𝑂𝐶[𝑔/𝑘𝑊ℎ]

を算出する。燃料消費率𝑆𝐹𝑂𝐶はエンジンの相対負荷である𝐿𝑜𝑎𝑑をエンジン最大出力

𝐵𝐻𝑃𝑚𝑎𝑥[kW]と制動馬力𝐵𝐻𝑃を用いて式 4.27 のように 2 次式で近似する。 
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𝑆𝐹𝑂𝐶 = 𝑆𝐹𝑂𝐶0 + 𝑆𝐹𝑂𝐶1 ∙ 𝐿𝑜𝑎𝑑 + 𝑆𝐹𝑂𝐶2 ∙ 𝐿𝑜𝑎𝑑2

= 𝑆𝐹𝑂𝐶0 + 𝑆𝐹𝑂𝐶1 (
𝐵𝐻𝑃

𝐵𝐻𝑃𝑚𝑎𝑥
) + 𝑆𝐹𝑂𝐶2 (

𝐵𝐻𝑃

𝐵𝐻𝑃𝑚𝑎𝑥
)

2

 

4.27 

𝑆𝐹𝑂𝐶0, 𝑆𝐹𝑂𝐶1, 𝑆𝐹𝑂𝐶2：定数 

 

 

図 4-12 主機の燃料消費率と最適出力値の例 

 

最終的に、理論上の燃料消費量𝐹𝑂𝐶[𝑡𝑜𝑛/ℎ]は燃料消費率𝑆𝐹𝑂𝐶[𝑔/𝑘𝑊ℎ]と制動馬力

𝐵𝐻𝑃[𝑘𝑊]を乗ずることで式 4.28 のように算出できる。 

 

𝐹𝑂𝐶𝑡ℎ𝑒𝑜𝑟𝑦 =
𝑆𝐹𝑂𝐶 ∙ 𝐵𝐻𝑃

1000
 

4.28 

 

図 4-12 は主機の燃料消費率と最適出力値の一例である。燃料消費率𝑆𝐹𝑂𝐶について、

通常は 1 つのエンジンに対して図 4-13 に示すようにある回転数もしくは出力の際に燃料消

費率が最小になるような最適回転数、最適出力値を持つように設計されている。燃料消費率

を改善するために、最小となるような最適回転数を調整することができるため、燃料消費の改

善が実現出来る。 
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仕様書などに記載されているエンジンの最大回転数𝑁𝑚𝑎𝑥を用いて主機出力𝐵𝐻𝑃を定義

する際、𝐵𝐻𝑃を回転数𝑛の関数として近似することができ、以下の式 4.29 のように 2 次関数

を用いて表すことが出来る。 

 

𝐵𝐻𝑃 = 𝐵𝐻𝑃0 + 𝐵𝐻𝑃1 ∙
𝑛

𝑁𝑚𝑎𝑥
+ 𝐵𝐻𝑃2 ∙ (

𝑛

𝑁𝑚𝑎𝑥
)

2

 
4.29 

 

以上より、本研究で用いるプロペラ回転数に対する機関出力の制動馬力 BHP 及び燃料

消費率の特性を𝐵𝐻𝑃𝑖(𝑖 = 0,1,2)及び𝑆𝐹𝑂𝐶𝑖(𝑖 = 0,1,2)の定数、エンジンの仕様書等より得

るエンジン最大出力𝐵𝐻𝑃𝑚𝑎𝑥及びエンジンの最大回転数𝑁𝑚𝑎𝑥を用いて定義することが出来

る。 

ここで、エンジン性能の向上は、燃料消費率に影響を与えると考えられるため、燃料消費

率特性を表すパラメータ𝑆𝐹𝑂𝐶0, 𝑆𝐹𝑂𝐶1, 𝑆𝐹𝑂𝐶2の変更を考慮する。 

 

4.5.1.1.4. 船体重量率 

通常、船舶は積載能力の向上による積載可能量の増加が想定される。しかし本研究では

需要量（積載量）の変化は考慮しないため、積載能力の向上を船舶小型化と定義して影響を

考える。これは、船舶の燃料消費量は水との接触領域の面積と形状によって決まり、積載可

 

図 4-13 燃料消費率改善の一例 
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能量が同一の場合。船体抵抗が低減されるよう船舶を縮小することが想定されるからである。

船体重量影響として船体重量率𝑊（0~1，default を 1 とする）を定義し、式 4.30、式 4.31 と式

4.32 に示す船長𝐿[𝑚]、浸水面積𝑆[𝑚2]、建造費𝐶𝑠ℎ𝑖𝑝[$]（材料費）の 3 要素への影響を考慮

する。 

 

𝐿𝑎𝑐𝑡𝑢𝑎𝑙 = 𝐿 ∙ √𝑊 4.30 

𝑆𝑎𝑐𝑡𝑢𝑎𝑙 = 𝑆 ∙ 𝑊 4.31 

𝐶𝑠ℎ𝑖𝑝𝑎𝑐𝑡𝑢𝑎𝑙
= 𝐶𝑠ℎ𝑖𝑝 ∙ 𝑊 4.32 

 

ここで、船体重量率の減少による船舶積載能力の向上は、船体重量率を表すパラメータ

𝑊（0~1）の変更を考慮する。 

4.5.1.2 経年劣化・操船影響 

実海域における船舶推進性能は、種々の要因によって変化する。図 4-14 に内藤[42]が

作成した実海域中の船速低下概念図を示す。実海域で船舶性能に影響を及ぼす要因は大

別して経年劣化、生物汚損と季節影響の 3 つであるといえる。 

 

 

経年劣化は、船体外板の粗度増加による抵抗の増加、主機、プロペラ等の劣化による推

進力の低下であり、基本的には回復することはない。経年劣化率の目安として表 4-1 に示す

ような値を挙げている[43]。これらの値はプロペラ特性の経年劣化はないものとして、異なる

時期に様々な種類の船で計測された経年劣化率の平均値とされている。 

 

 

図 4-14 実海域における船速低下概念図[42] 
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表 4-1 経年劣化率[43] 

指標 Dock-to-dock Age Effect 

船速[knot] 1.0 0.1 / year 

回転数[rpm] 2.0 ~ 4.0 0.5 ~ 2 / year 

馬力[%] 20 ~ 60 20 / 8 year 
 

 

生物汚損は、船体外板やプロペラにスライムと呼ばれる細菌分泌物の皮膜が生じ、その上

に海洋生物が順次付着することにより生じる。図 4-15 は船体の表面に付着する海洋生物の

例である[44]。これは入渠時に洗浄することにより回復する。 

 

 

図 4-15 船体表面に付着した海洋生物[44] 

 

季節影響は、海流・潮流による船速の変化や、波、風、操船等による抵抗の変化、推進性

能の変化により生じる。しかしこれらの要因の燃費影響は、現在はアナログデータを解析する

ことによって分解・評価されており、リアルタイムな把握には至っていない。新しい技術による計

測技術の向上によってこれらの要因がリアルタイムモニタリング可能になれば、最適なタイミン

グでの汚損洗浄などで燃費改善とダウンタイムの削減が期待できる。 

4.5.1.2.1. 経年劣化影響 

平水中における設計時の船舶推進性能は 4.5.1.1 のように算出できるが、経年劣化の影響

によって推進性能は低下する。本研究では，稗方ら[9]のモデルを参考にして、船体、プロペラ

とエンジン部に経年劣化率と生物汚損率を設定する。具体的には式 4.33、式 4.34 と式 4.35 の
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ように船体部は摩擦抵抗の増加、プロペラ部はプロペラ単独効率の低下、エンジン部は燃料

消費率の増加による劣化を定義する。なお、経年劣化率・生物汚損率は、設定された範囲内

から航海毎にランダム抽出されるものとする。 

 

𝐶𝑓𝑎𝑐𝑡𝑢𝑎𝑙 = 𝐶𝑓𝑑𝑒𝑠𝑖𝑔𝑛 (1 − 𝜂𝐻𝑑)(1 − 𝜂𝐻𝑓)⁄  4.33 

𝜂0𝑎𝑐𝑡𝑢𝑎𝑙
= 𝜂0𝑑𝑒𝑠𝑖𝑔𝑛

∗ (1 − 𝜂𝑃𝑑)(1 − 𝜂𝑃𝑓) 4.34 

𝑆𝐹𝑂𝐶𝑎𝑐𝑡𝑢𝑎𝑙 = 𝑆𝐹𝑂𝐶𝑑𝑒𝑠𝑖𝑔𝑛 (1 − 𝜂𝐸𝑑)⁄  4.35 

𝜂𝐻𝑑：船体経年劣化率，𝜂𝐻𝑑：船体生物汚損率，𝜂𝐻𝑑：プロペラ経年劣化率， 

𝜂𝐻𝑑：プロペラ生物汚損率𝜂𝐻𝑑：エンジン経年劣化率 

 

4.5.1.2.2. 操船影響 

荒い気海象中を航行する場合は、波風の抵抗を多分に受けるため船の推進性能は平水

中推進性能よりも低い値となる。操船・気海象による燃料消費量への影響は、気海象による

燃料消費量増加率∆𝑆𝐹𝑂𝐶と操船影響𝜀𝑚𝑎𝑛𝑒𝑢𝑣𝑒𝑟𝑖𝑛𝑔を用いて式 4.36 のように定義する． 

 

𝐹𝑂𝐶𝑎𝑐𝑡𝑢𝑎𝑙 = 𝐹𝑂𝐶′
𝑡ℎ𝑒𝑜𝑟𝑦 ∙ (1 + 𝜀𝑚𝑎𝑛𝑒𝑢𝑣𝑒𝑟𝑖𝑛𝑔)

=
𝑆𝐹𝑂𝐶 ∙ (1 + ∆𝑆𝐹𝑂𝐶) ∙ 𝐵𝐻𝑃

1000
∙ (1 + 𝜀𝑚𝑎𝑛𝑒𝑢𝑣𝑒𝑟𝑖𝑛𝑔) 

4.36 

 

燃料消費量増加率∆𝑆𝐹𝑂𝐶は、佐々木らによる海の 10 モード指標の先行研究[18]から得ら

れる船速低下率∆𝑉から船速一定条件の下、4.5.1.1 節で説明した燃費モデルを用いて求め

る。 

 

 

図 4-16 気海象影響による船速低下率から燃料消費量増加率の算出[35] 
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操船影響は、先行事例[22]において実運航データの解析により理論値から 10%程度の燃

費変動が観測されたので、𝜀𝑚𝑎𝑛𝑒𝑢𝑣𝑒𝑟𝑖𝑛𝑔に対して 0～0.1 の値を確率的に割り振ることで定義

する。それはベータ分布（𝛼 = 𝛼𝑚𝑎𝑛𝑒𝑢, 𝛽 = 𝛽𝑚𝑎𝑛𝑒𝑢）に従うものとして、式 4.37 に示す確率

密度関数と式 4.38 に示すベータ関数に従って操船影響を発生させる。 

 

𝑓(𝑥) =
(

𝑥
0.1

)
𝛼−1

(1 −
𝑥

0.1
)

𝛽−1

𝐵(𝛼, 𝛽)
 4.37 

𝐵(𝛼, 𝛽) =
(𝛼 − 1)! (𝛽 − 1)!

(𝛼 + 𝛽 − 1)!
 （𝛼, 𝛽：自然数） 4.38 

 

燃料消費モデルの操船影響の変化に対しては燃費変動確率を表すパラメータ（𝛼𝑚𝑎𝑛𝑒𝑢,

𝛽𝑚𝑎𝑛𝑒𝑢）が変更される。 

 

4.5.2 故障・気象モデルの作成 

本研究で作成した事故・故障モデルは稗方ら[9]の研究を参考した。 

4.5.2.1 船体・舶用機器故障 

船体・舶用機器故障の影響は、運航サービス停止を伴うダウンタイム時間と、航海中の停

船修理による遅延時間に設定する。 

船体・舶用機器の故障は一般的な信頼性工学の枠組みに従って、航行時間に依存する

疲労蓄積を考慮してモデル化を行う。対象における故障の時間分布は一般的にワイブル分

布を用いて表現され[45]、式 4.39 のように使用時間𝑡に依存した𝛽と𝜎の 2 パラメータで表す

ことができる。図 4-17 に不信頼度（故障確率）の時間推移と𝛽と𝜎による形状の違いを示し

た。 

 

𝑅(𝑡) = 1 − exp [− (
𝑡

𝜎
)

𝛽

] 
4.39 
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図 4-17 不信頼度（故障確率）の時間推移 

 

船体と各舶用機器に𝛽と𝜎を設定することで、故障モデルを作成する。具体的には，舶用機

器（エンジン・航海機器・補機）に対してパラメータ𝛽，𝜎と平均復旧時間𝑇𝑟𝑒𝑝𝑎𝑖𝑟[ℎ/𝑐𝑎𝑠𝑒]を設

定し、船体の疲労度合を𝑡として航海ごとに𝑡を更新することで、各航海の故障確率𝑅(𝑡)を定

義する。復旧時間は式 4.40 の確率密度関数で表されるベータ分布（𝛼 = 2, 𝛽 = 2）に従っ

て発生させる。なお，復旧後の疲労度合𝑡は 0 に更新される。 

 

𝑓(𝑥) =

(
𝑥

𝑇𝑟𝑒𝑝𝑎𝑖𝑟
) (1 −

𝑥
𝑇𝑟𝑒𝑝𝑎𝑖𝑟

)

𝐵(2, 2)
 

4.40 

 

4.5.2.2 気海象影響 

船舶が実海域に航行する際、荒天に遭遇する確率は，ベータ分布（𝛼 = 𝛼𝑚𝑒𝑡𝑒𝑜, 𝛽 =

𝛽𝑚𝑒𝑡𝑒𝑜）を用いて式 4.41 に示す確率密度関数によって定義する。 

𝑓(𝑥) =
(

𝑥
7)

𝛼𝑚𝑒𝑡𝑒𝑜−1
(1 −

𝑥
7)

𝛽𝑚𝑒𝑡𝑒𝑜−1

𝐵(𝛼𝑚𝑒𝑡𝑒𝑜, 𝛽𝑚𝑒𝑡𝑒𝑜)
 4.41 

 

本研究では、世界気象機関の定義した風力階級(Beaufort Scale)を基に航路毎に異なる

海象状態を想定することとした。具体的には、齋藤[37]がアメリカ海洋大気庁 (National 

Oceanic and Atmospheric Administration, NOAA)や Global Wave Statistics などの機関が蓄

積している気象過去データを解析し、船舶の運用を行う対象とする想定航路における風力階
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級の発現確率を定義した。定義する風力階級の発現確率を例として次の図 4-18 に示す。 

 

 

図 4-18 定義する風力階級発現確率の例[58] 

 

気海象モデルにおける荒天に遭遇する確率に従っているベータ分布（𝛼 = 𝛼𝑚𝑒𝑡𝑒𝑜, 𝛽 =

𝛽𝑚𝑒𝑡𝑒𝑜）のパラメータを変更によって技術導入の影響を定義することができる。 

4.5.3 荷役モデルの作成 

港湾での荷役作業は、遅延時間および荷役費用などに影響を与える。遅延時間は荷役

作業遅延と荷役装置故障の 2 つに分けて、式 4.42 に示すように荷役作業時間は荷役作業

基準時間𝑇𝑏𝑎𝑠𝑒と、荷役作業遅延𝑇𝑐𝑎𝑟𝑔𝑜による遅延時間と荷役装置故障𝑇𝑚𝑎𝑐ℎ𝑖𝑛𝑒による遅延

時間の和を定義する。 

 

𝑇𝑖𝑚𝑒𝑐𝑎𝑟𝑔𝑜 = 𝑇𝑏𝑎𝑠𝑒 + 𝑇𝑐𝑎𝑟𝑔𝑜 + 𝑇𝑚𝑎𝑐ℎ𝑖𝑛𝑒 4.42 

 

具体的な遅延時間は、荷役作業遅延確率𝑃𝐶𝑑𝑒𝑙𝑎𝑦[𝑐𝑎𝑠𝑒 𝑝𝑜𝑟𝑡⁄ ]と荷役装置故障確率

𝑃𝐶𝑓𝑎𝑢𝑙𝑡[𝑐𝑎𝑠𝑒 𝑝𝑜𝑟𝑡⁄ ]に従って、作業遅延と装置故障が発生する。荷役作業遅延𝑇𝑐𝑎𝑟𝑔𝑜と荷役

装置故障遅延𝑇𝑚𝑎𝑐ℎ𝑖𝑛𝑒は同様に、平均遅延時間𝑇𝐶𝑑𝑒𝑙𝑎𝑦[ℎ𝑜𝑢𝑟 𝑐𝑎𝑠𝑒⁄ ]、遅延時間分布

𝛼𝑐𝑎𝑟𝑔𝑜, 𝛽𝑐𝑎𝑟𝑔𝑜を入力して式 4.43 の確率密度数を定義する。 
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𝑓(𝑥) =

(
𝑥

𝑇𝐶𝑑𝑒𝑙𝑎𝑦
)

𝛼𝑑𝑒𝑙𝑎𝑦−1

(1 −
𝑥

𝑇𝐶𝑑𝑒𝑙𝑎𝑦
)

𝛽𝑑𝑒𝑙𝑎𝑦−1

𝐵(𝛼𝑑𝑒𝑙𝑎𝑦 , 𝛽𝑑𝑒𝑙𝑎𝑦)
 

4.43 

 

また、荷役に関する費用は荷役費と港費から構成される。荷役費は更に貨物費と、遅延が

発生した場合の待機料金になっている。積載量に応じて支払う港費と貨物費、遅延に応じて

支払う待機料金の計上に関しては 4.5.4 節の利益モデル中に述べる。 

4.5.4 利益モデルの作成 

海上輸送システムズにおける運航利益は、収入とコストの 2 つからなる。 

収入は運賃、積載量と運航回数の積で表現される。本研究では運賃における市場変化を

考慮したが、積載量の変化は考慮しない。遅延や修繕によってダウンタイムが増加すると運

航回数が減少し船舶のライフサイクルにおける収入は減少する。 

船舶運航のコストは、大きく運航費と船費に分けられる。その詳細を図 4-19 に示す。コン

テナ船など定期航路の場合、海運会社が船主に定期傭船するか自社保有の船を使うかの 2

種類の使用形態に分けられる[46]。本研究では、自社保有の船を使うと設定しているため、

運航費と船費は全て海運会社が負担することになっている。以下、これらを詳しく説明してい

く。 
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図 4-19 船舶運航の利益モデル 

 

燃料費は燃料価格𝑃𝑓𝑢𝑒𝑙，実質運航時間D 𝑉⁄ および燃費モデルから算出される燃料消費

率𝐹𝑂𝐶𝑖を用いて式 4.44 で計算される。 

 

𝐶𝑜𝑠𝑡𝑓𝑢𝑒𝑙,𝑖 = 𝑃𝑓𝑢𝑒𝑙 ∙ 𝐹𝑂𝐶𝑖 ∙
D

𝑉
 

4.44 

 

港費𝐶𝑜𝑠𝑡𝑝𝑜𝑟𝑡,𝑖は入港料𝐶𝑜𝑠𝑡𝑒𝑛𝑡𝑒𝑟、港湾使用料𝐶𝑜𝑠𝑡ℎ𝑎𝑟𝑏𝑒𝑟とトン税𝐶𝑜𝑠𝑡𝑡𝑎𝑥から構成され、

船舶が入港する際に積載している貨物のトン数𝑊𝑐𝑎𝑟𝑔𝑜,𝑖に応じて基準入港料𝐶𝑏𝑎𝑠𝑖𝑐_𝑒、基準

港湾使用料𝐶𝑏𝑎𝑠𝑖𝑐_ℎと基準トン税𝐶𝑏𝑎𝑠𝑖𝑐_𝑡を乗じて計算ことになっている。計算は式 4.45 で示

す。 

 

𝐶𝑜𝑠𝑡𝑝𝑜𝑟𝑡,𝑖 = 𝑊𝑐𝑎𝑟𝑔𝑜,𝑖 ∙ (𝐶𝑏𝑎𝑠𝑖𝑐_𝑒 + 𝐶𝑏𝑎𝑠𝑖𝑐_ℎ + 𝐶𝑏𝑎𝑠𝑖𝑐_𝑡) 4.45 
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荷役費𝐶𝑜𝑠𝑡𝑙𝑜𝑎𝑑,𝑖は貨物費𝐶𝑜𝑠𝑡𝑐𝑎𝑟𝑔𝑜と待機料金𝐶𝑜𝑠𝑡𝑤𝑎𝑖𝑡から構成される。通常遅延が発

生した場合は待機料金𝐶𝑜𝑠𝑡𝑤𝑎𝑖𝑡を支払うことになっている。待機料金は荷役時に発生する遅

延時間𝑇𝑐𝑎𝑟𝑔𝑜,𝑖, 𝑇𝑚𝑎𝑐ℎ𝑖𝑛𝑒,𝑖に応じて基準待機料金𝐶𝑏𝑎𝑠𝑖𝑐_𝑑を乗じて計算される。一航海中の合

計荷役費は式 4.46 のように計算される。 

 

𝐶𝑜𝑠𝑡𝑙𝑜𝑎𝑑,𝑖 = 𝐶𝑜𝑠𝑡𝑐𝑎𝑟𝑔𝑜 + 𝐶𝑏𝑎𝑠𝑖𝑐_𝑑 ∙ (𝜀𝑐𝑎𝑟𝑔𝑜,𝑖 + 𝜀𝑚𝑎𝑐ℎ𝑖𝑛𝑒,𝑖) 4.46 

 

修繕・検査費𝐶𝑜𝑠𝑡𝑟𝑒𝑝𝑎𝑖𝑟,𝑖は一航海中の各種事故・故障数（舶用機器故障数𝑁𝑓𝑎𝑖𝑙_𝑚,𝑖、船

体故障数𝑁𝑓𝑎𝑖𝑙_𝑠,𝑖）を用いて式 4.47 で示される。 

 

𝐶𝑜𝑠𝑡𝑟𝑒𝑝𝑎𝑖𝑟,𝑖 = 𝐶𝑑𝑜𝑐𝑘,𝑖 + 𝐶𝑜𝑠𝑡𝑟𝑒𝑝𝑎𝑖𝑟_𝑚 ∙ 𝑁𝑓𝑎𝑖𝑙𝑚,𝑖 + 𝐶𝑜𝑠𝑡𝑟𝑒𝑝𝑎𝑖𝑟𝑠
∙ 𝑁𝑓𝑎𝑖𝑙𝑠,𝑖 4.47 

 

また、保険料𝐶𝑜𝑠𝑡𝑖𝑛𝑠𝑢𝑟𝑎𝑛𝑐𝑒,𝑖、船員費𝐶𝑜𝑠𝑡𝑐𝑟𝑒𝑤,𝑖と建造費𝐶𝑜𝑠𝑡𝑠ℎ𝑖𝑝,𝑖は式 4.48、式 4.49 およ

び式 4.50 のように，航海間の時間（𝑡𝑖 − 𝑡𝑖−1）を用いて一航海当たりの費用に修正する。な

お、建造費の減価償却は船舶の一般的な寿命である 20 年間とした。 

 

𝐶𝑜𝑠𝑡𝑖𝑛𝑠𝑢𝑟𝑎𝑛𝑐𝑒,𝑖 = 𝐶𝑖𝑛𝑠𝑢𝑟𝑎𝑛𝑐𝑒 ∙
𝑡𝑖 − 𝑡𝑖−1

24 ∙ 30 ∙ 12
 

4.48 

𝐶𝑜𝑠𝑡𝑐𝑟𝑒𝑤,𝑖 = 𝑃𝑐𝑟𝑒𝑤 ∙ 𝑁𝑐𝑟𝑒𝑤 ∙
𝑡𝑖 − 𝑡𝑖−1

24 ∙ 30
 

4.49 

𝐶𝑜𝑠𝑡𝑠ℎ𝑖𝑝,𝑖 = 𝐶𝑠ℎ𝑖𝑝 ∙
𝑡𝑖 − 𝑡𝑖−1

24 ∙ 30 ∙ 12 ∙ 20
 

4.50 

 

以上の定義により，利益モデルでは最終的に式 4.51 と式 4.52 によって一航海の利益を

計算する 

 

𝐶𝑜𝑠𝑡𝑖 = 𝐶𝑜𝑠𝑡𝑓𝑢𝑒𝑙,𝑖 + 𝐶𝑜𝑠𝑡𝑝𝑜𝑟𝑡,𝑖 + 𝐶𝑜𝑠𝑡𝑙𝑜𝑎𝑑,𝑖 + 𝐶𝑜𝑠𝑡𝑟𝑒𝑝𝑎𝑖𝑟,𝑖

+ 𝐶𝑜𝑠𝑡𝑖𝑛𝑠𝑢𝑟𝑎𝑛𝑐𝑒,𝑖 + 𝐶𝑜𝑠𝑡𝑐𝑟𝑒𝑤,𝑖 + 𝐶𝑜𝑠𝑡𝑠ℎ𝑖𝑝,𝑖 

4.51 

𝜋𝑖 = 𝐼𝑖 − 𝐶𝑜𝑠𝑡𝑖 4.52 

 

船舶損益が黒字にするためには、運航費と船費を上回る運賃収入がなくてはならない。定
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期船の運賃は品目毎に海運同盟によって一率に定められているため、収益を上げるために、

運航費の節減を行うことが極めて重要となっている。従って、本研究では、多様な新技術を

海上輸送システムに導入することによって運航費の削減が可能であると想定している。 

4.5.5 市場モデルの作成 

本研究では、経済的な不確実性を発生させる要因として市場変動の不確実性を考慮する

ため、市場変動に対応するために市場モデルの定義を行う。なお、原油価格とコンテナ船の

運賃について長期取引によって 1 ヶ月 1 回変化することを設定する[47]。 

本節では、燃料費及び運賃を算出するために必要となる、原油価格 [USD/barrel]及び具

体的な運賃を算出するために必要な船主・荷主間の輸送契約で合意する値である運賃率

WR の予測モデルについて述べる。ここで、運賃を算出するためのもう 1 つの要素である基

準運賃 WF については、シミュレータの実装を簡単化するために、定数𝐶𝑊𝐹として扱う。従っ

て、対象とする航路 A-B 間において、運賃𝐹𝐴𝐵[USD]は載貨重量 DWT (Dead weight 

tonnage)及びこれら 3 つの指標から式 4.53 のように算出できる。 

 

𝐹𝐴𝐵 = 𝐷𝑊𝑇 ×  𝑊𝑅 ×  𝐶𝑊𝐹 4.53 

 

市場価格の予測について、本研究では二項格子モデル(Binomial Lattice Model)[48]を用

いる。二項格子モデルは、図 4-20 に示すようにある時点𝑡での価格に対して確率𝑝で𝑢倍に

なり、確率1 − 𝑝で𝑑倍になるという価格変動を想定したモデルとなっている。 

 

 

図 4-20 二項格子モデルの予測方法概略図 

 

ここで用いた𝑢及び𝑑は上昇下降係数と呼ばれ過去データより決定する。具体的には、𝜈を

年次期待成長率、σを年次の標準偏差、𝑆0を初期価格、𝑆𝑇を 1 年後の価格とすると式 4.54
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と式 4.55 から𝜈と𝜎2を計算できる。 

 

𝜈 = 𝐸[ln (𝑆𝑇/𝑆0)] 4.54 

𝜎2 = 𝑣𝑎𝑟[ln (𝑆𝑇/𝑆0)] 4.55 

 

また、1 より十分小さい期間長𝛥𝑡で価格が上昇もしくは下降する確率𝑝についても同時に

決定される。式 4.56、式 4.57 と式 4.58 を用いることで過去データからこれらのパラメータを算

出できる。 

 

𝑝 =
1

2
+

1

2
(

𝜈

𝜎
) √𝛥𝑡 

4.56 

𝑢 = 𝑒𝜎√𝛥𝑡 4.57 

𝑑 = 𝑒−𝜎√𝛥𝑡 4.58 

 

各指標である、原油価格、運賃率を 5 シナリオずつ予測した例を図 4-21、図 4-22 に示

す。 

 

 

図 4-21 原油価格の予測例(5シナリオ) 
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図 4-22 運賃率の予測例(5シナリオ) 

 

本研究では、以上のように市場価格を予測すことで市場モデルを定義し、対象船舶のライ

フサイクル期間における燃費と運賃を算出する。 

4.5.6 入渠ルール 

本研究は、入渠時間を算出するに、従来の船級検査ルール通り一定期間（通常は 2.5

年）経過した後に入渠して船級検査を受けること[49]を定義する。入渠検査時には通常、船

体・プロペラの洗浄と船体の修繕が行われるため，入渠時には以下の 2 つのパラメータ更新

を行う。 

◆ 船体・プロペラ生物汚損∏(1 − 𝜂𝐻𝑓)，∏(1 − 𝜂𝑃𝑓)の回復 

◆ 船体疲労度∑ 𝑡の回復 

4.5.7 シミュレーションの初期設定値 

海上輸送シミュレーションの設定値として、表 4-2 に本章で述べたパラメータを含めた全

ての入力パラメータを一覧としてまとめた。これらのパラメータを設定し、モデルに入力として

与えることでシミュレーションを行う。 
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表 4-2 海上輸送シミュレーションの入力パラメータ一覧 

 

 

4.5.8 シミュレーションの流れ 

海上輸送シミュレーションの流れを図 4-23 に示す。初期設定を行った後は，各航海

パラメータ名 記号 単位 パラメータ名 記号 単位

往路積載量 Laway [TEU] エンジン最大出力 bhpMax [kW]

復路積載量 Lhome [TEU] 燃料消費率補係数 sfoc0 [-]

往路基準運賃 Paway [$/TEU] sfoc1 [-]

復路基準運賃 Phome [$/TEU] sfoc2 [-]

船員賃金 Wage [$/(man*month)] 船体劣化率 etaDh [/month]

船員数 Ncrew [man] プロペラ劣化率 etaDp [/month]

保険料 Cinsur [$/year] エンジン劣化率 etaDe [/month]

修繕費 Crepair [$/case] 船体汚損率 etaFh [/month]

建造費 Ccons [million $] プロペラ汚損率 etaFp [/month]

基準貨物費用 Ccargo [$/ton] 操船影響 maneuA [-]

基準待機料金 Cwait [$/ton] maneuB [-]

基準入港料 Center [$/ton] 気海象発現率（春） meteoAspr [-]

基準港湾使用料 Cport [$/ton] meteoBspr [-]

基準トン税 Ctax [$/ton] 気海象発現率（夏） meteoAsum [-]

標準荷役時間 Tcargo [h] meteoBsum [-]

航路長 D [km] 気海象発現率（秋） meteoAaut [-]

運航船速 V [knot] meteoBaut [-]

運航船速 v [km/h] 気海象発現率（冬） meteoAwin [-]

船長 Lpp [m] meteoBwin [-]

浸水面積 S [m2] 疲労分布 ContLoad [-]

CO2排出量係数 E [l/kg] 主機故障率 ramdaE [case/h]

C重油比重 G [kg/l] 主機平均復旧時間 repairEave [h]

船体重量率 Weight [-] 航海機器故障率 ramdaV [case/h]

造波抵抗補係数 cw0 [-] 航海機器平均復旧時間repairVave [h]

cw1 [-] 補機故障率 ramdaA [case/h]

cw2 [-] 補機平均復旧時間 repairAave [h]

船殻効率 etaH [-] 荷役作業遅延確率 ramdaC [case/port]

プロペラ船後効率 etaB [-] 遅延時間確率 delayCa [-]

伝達効率 etaT [-] delayCb [-]

機械効率 etaM [-] 荷役装置故障確率 ramdaMc [case/port]

気海象影響 meteo0 [-] 荷役装置復旧時間 repairM [h]

meteo1 [-] 入渠コスト checkCost [$]

meteo2 [-] 入渠時間 checkTime [h]

meteo3 [-]



 

 

 

提案した評価手法 

67 

の運航期間が終了するまで以下の手順を繰り返す。本項では順を追って説明していく。 

 

 

図 4-23 船舶運航シミュレーションの手順 

 

1. 初期設定： 4.5.7 で述べた各設定値の入力を行い、運航回数𝑖、合計時間𝑡、利益𝜋、

経年・汚損影響などを全て 0 に設定してシミュレーションを開始する。 

2. 市場価格の算出： 市場モデルより予測された各市場価格について、シミュレーション

内での現在時刻での価格を算出する。対象は原油価格と運賃とする。 

3. 荷役作業影響の算出： 荷役モデルに基づいて、荷役装置故障と荷役作業遅延を算

出した後に、それに伴う費用を算出する。 

4. 気象・故障影響の算出： 故障・気象モデルに基づいて、船体故障と舶用機器故障を
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算出した後、故障に伴う遅延時間と費用を算出する。 

5. 燃費の算出： 燃料消費モデルに基づいて、単位時間当たりの燃料消費量𝐹𝑂𝐶𝑖を算

出し、燃費とCO2排出量を算出する。 

6. CO2排出量とCO2排出原単位の算出： 4.4.1 で述べたCO2排出量とCO2排出原単位の

算出手法に従ってCO2排出量とCO2排出原単位を算出する。 

7. 利益の算出： 利益モデルに基づいて収入とコストから利益𝜋𝑖を算出する。またここで

遅延時間𝑇𝑑𝑖、合計航行時間𝑡𝑖の集計を行う。 

8. 経年・疲労影響の更新： 燃料消費モデルの経年劣化影響に基づいて，船舶推進性

能を更新する。 

9. 入渠影響の算出： 入渠ルールに基づいて入渠有無の判断を行う。入渠有りの場合

は入渠検査の費用𝐶𝑑𝑜𝑐𝑘,𝑖と所要時間𝑇𝑑𝑜𝑐𝑘を費用𝐶𝑜𝑠𝑡𝑖と経過時間𝑡𝑖に計上し、同時に

船舶の生物汚損率と疲労度合を 0 にリセットする。入渠無しの場合は手順 2 に戻って

i+1 回目の航海を開始する． 

10. シミュレーション終了の判定： シミュレーションの終了判定は経過時間の総和∑ 𝑡𝑖が船

舶のライフサイクル期間𝐿𝑇[𝑦𝑒𝑎𝑟]を超過した場合とする。シミュレーションが終了したら

総利益の集計∑ 𝜋𝑖と𝐶𝑂2総排出量の集計∑ 𝐸𝑖を行う。 

 

最終的なシミュレーションの出力として以下の 3 つが得られる 

◆ 運航期間全体の総利益 𝜋[𝑚𝑖𝑙𝑙𝑖𝑜𝑛 $] 

◆ 運航期間全体のCO2総排出量 𝐸[𝑡ℎ𝑜𝑢𝑠𝑎𝑛𝑑 𝑡𝑜𝑛] 

◆ 運航期間の平均CO2排出原単位 𝐶𝐼[𝑔/(𝑡𝑜𝑛 · 𝑘𝑚)]
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 はじめに 

本章では、第 4 章で提案した評価手法を用いて実際に技術導入における相互作用の評

価を行う。具体的には，まず第 2 章で紹介された技術を中心に本シミュレーション内で評価

対象とする技術を選定し、同章の分析に基づいて各技術が船社の機能要求を実現するため

に変更する箇所を入力パラメータとして整理する。その後、第 4 章で述べた入力パラメータ

の該当箇所のパラメータを変更する。その後、ケースとして 20 年間のコンテナ船運航の海上

物流シミュレータによって、様々な技術または技術の組み合わせが与える“運航利益の向

上”と“CO2排出の削減”への相互作用を検証し、それらの結果を比較することで相乗的な効

果が現れる技術の組み合わせへの投資の意思決定について検討する。 

 導入する技術群 

本ケーススタディでは、先行研究(2.2)を参考に、第 4 章で述べた手法に則って、導入さ

れる技術が海事産業に実現できる詳細な機能について、入力パラメータの変更を行う。実際

に導入評価する技術の一覧とシミュレータへの入力（パラメータの変更項目）をまとめたもの

を表 5-1 に示した。パラメータの変更値は稗方ら[9]の研究および参考文献の調査を参考に

設定した。 
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表 5-1 導入される技術と設定値の変更箇所 

 

 

また、シミュレーション上の導入手法については、4.3.2 項で述べたパラメータの変更による

技術を導入する手法で行う。具体的には、1 つの技術を導入する際は、その技術に該当する

モデルのパラメータのみ変更する。複数の技術を同時に導入する際は、該当する全てのモ

デルのパラメータを同時に変更する。そのイメージを表 5-2 と表 5-3 に示す。 

 

技術ID 導入する技術名 変更するパラメータ 基本設定 変更後の値

主機故障確率 [case/h] 0.086 0.040

航海機器故障確率 [case/h] 0.114 0.060

補機故障確率 [case/h] 0.321 0.150

主機復旧時間 [h/case] 2.367 1.200

航海機器復旧時間  [h/case] 0.933 0.500

補機復旧時間  [h/case] 2.150 1.000

船員数 [man] 25 15

2 船体軽量化 船体重量率 [-] 1 0.9

気海象遭遇分布（春） [-] Beta(2, 2) Beta(2, 5)

気海象遭遇分布（秋） [-] Beta(2, 2) Beta(2, 5)

基準荷役作業時間 [h] 48 24

荷役作業遅延時間分布 [-] Beta(2, 2) Beta(2, 5)

荷役遅延時間確率 [case/port] 0.1 0.06

荷役装置故障確率 [case/port] 0.010 0.005

荷役装置復旧時間 [h/case] 24 12

5 実海域データ解析 実海域燃費率増加確率 [-] Beta(2, 2) Beta(2, 5)

-1.07E-04 -9.07E-05

7.44E-06 6.32E-06

4.23E-06 3.59E-06

7 プロペラ性能改善 プロペラ船後効率 [-] 0.8 0.88

191.66 162.91

-45.58 -38.74

25.51 2.69

造波抵抗係数
(Cw0, Cw1, Cw2)

[-]

8 エンジン性能改善

エンジン燃料消費効率
(SFOC0, SFOC1, SFOC2)

[-]

4
港湾作業マネジメント

システム

6 船体性能改善

1
舶用機器モニタリング
とリモートメンテナンス

3 ウェザールーティング
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表 5-2 パラメータ変更による単一技術を導入する例 

 

 

表 5-3 パラメータ変更による複数の技術を同時に導入する例 

 

 

 初期設定と出力結果の確認 

5.3.1 入力パラメータの設定 

初期設定については、前節で整理した技術が“総利益”、“CO2排出量”、“CO2排出原単

位”の出力に与える効果を船舶運航シミュレータを用いて検証する。 

ケーススタディにおける技術導入の相互効果の評価では、東京－ロサンゼルス間

（8825km）を往復運航する 6000TEU 積みのコンテナ船を想定する。運航期間は通常、コン

テナ船のライフサイクル時間である 20 年間とし、500 回のモンテカルロ・シミュレーションによ

り期待される導入の相互効果を定量化する。シミュレーションの各種初期設定値は表 5-4 に

示した。 

コンテナ船の船型データは模型船による実際の水槽試験から得られた結果を用い、プロ

ペラデータとエンジンデータ、また船の経年劣化や生物汚損値は先行研究[9]を参考に設定

した。 
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表 5-4 シミュレーションの初期設定値（技術導入なし） 

 

 

5.3.2 出力結果の確認 

技術の導入評価を行う前に、初期設定の出力と挙動について確認する。初期設定における

500 回のシミュレーション結果の出力値の分布を図 5-1、図 5-2と図 5-3 に示す。なお、船速

を 20knot に設定した。 

 

パラメータ名 記号 単位 設定値 パラメータ名 記号 単位 設定値

往路積載量 Laway [TEU] 6000 エンジン最大出力 bhpMax [kW] 41000

復路積載量 Lhome [TEU] 1000 燃料消費率補係数 sfoc0 [-] 162.91

往路基準運賃 Paway [$/TEU] 62.5 sfoc1 [-] -38.74

復路基準運賃 Phome [$/TEU] 20.8 sfoc2 [-] 21.69

船員賃金 Wage [$/(man*month)] 4000 船体劣化率 etaDh [/month] 0.20%

船員数 Ncrew [man] 25 プロペラ劣化率 etaDp [/month] 0.10%

保険料 Cinsur [$/year] 100000 エンジン劣化率 etaDe [/month] 0.10%

修繕費 Crepair [$/case] 1000 船体汚損率 etaFh [/month] 1.50%

建造費 Ccons [million $] 300 プロペラ汚損率 etaFp [/month] 1.00%

基準貨物費用 Ccargo [$/ton] 100 操船影響 maneuA [-] 2

基準待機料金 Cwait [$/ton] 1818 maneuB [-] 2

基準入港料 Center [$/ton] 0.6 気海象発現率（春） meteoAspr [-] 2

基準港湾使用料 Cport [$/ton] 2 meteoBspr [-] 2

基準トン税 Ctax [$/ton] 0 気海象発現率（夏） meteoAsum [-] 5

標準荷役時間 Tcargo [h] 48 meteoBsum [-] 2

航路長 D [km] 8825 気海象発現率（秋） meteoAaut [-] 2

運航船速 V [knot] 20 meteoBaut [-] 2

運航船速 v [km/h] 37 気海象発現率（冬） meteoAwin [-] 2

船長 Lpp [m] 284 meteoBwin [-] 5

浸水面積 S [m2] 15301 疲労分布 ContLoad [-] 4

CO2排出量係数 E [l/kg] 2.986 主機故障率 ramdaE [case/h] 0.0856%

C重油比重 G [kg/l] 0.95 主機平均復旧時間 repairEave [h] 2.367

船体重量率 Weight [-] 1 航海機器故障率 ramdaV [case/h] 0.1135%

造波抵抗補係数 cw0 [-] -1.E-04 航海機器平均復旧時間repairVave [h] 0.933

cw1 [-] 7.E-06 補機故障率 ramdaA [case/h] 0.3211%

cw2 [-] 4.E-06 補機平均復旧時間 repairAave [h] 2.150

船殻効率 etaH [-] 0.85 荷役作業遅延確率 ramdaC [case/port] 0.1

プロペラ船後効率 etaB [-] 0.80 遅延時間確率 delayCa [-] 2

伝達効率 etaT [-] 1.00 delayCb [-] 2

機械効率 etaM [-] 1.00 荷役装置故障確率 ramdaMc [case/port] 0.01

気海象影響 meteo0 [-] -0.014 荷役装置復旧時間 repairM [h] 24

meteo1 [-] 0.019 入渠コスト checkCost [$] 100000

meteo2 [-] -0.007 入渠時間 checkTime [h] 96

meteo3 [-] 0.001
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図 5-1 初期設定における総利益の出力値分布 

 

 

図 5-2 初期設定におけるCO2排出量の出力値分布 
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図 5-3 初期設定におけるCO2排出原単位の出力値分布 

 

図 5-1、図 5-2 と図 5-3 から、モンテカルロ・シミュレーションの実行により、設定したパラ

メータに従って出力値が滑らかに分布することが確認された。なお、運航利益はシミュレー

ション終了時の船舶運航地点の差異を考慮して、往復運航を終えた時点での時間当たりの

利益に正規化して計算を行っている。 

 単一技術導入における結果の確認 

本ケーススタディでは、単一技術を導入する際の効果を確認するために、ベースラインと、

1 つの技術を導入することによる“総利益”、“CO2排出量”と“CO2排出原単位”の「導入効果」

を算出するために、シミュレーションを行った。結果をそれぞれ図 5-4、図 5-5 と図 5-6 に示

す。横軸は技術を区別するための技術 ID であり、表 5-1 での技術 ID と対応している。また、

技術を導入しない場合（ベースライン）の「導入効果」は技術 ID.0 に対応している。 
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図 5-4 総利益における「導入効果」のシミュレーション結果 

 

 

図 5-5 CO2排出量における「導入効果」のシミュレーション結果 
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図 5-6 CO2排出原単位における「導入効果」のシミュレーション結果 

 

総利益における「導入効果」の場合は、全ての技術において、導入による運航利益の向上が

確認できた。その中でも特に以下の技術が導入の効果が高いと考えられる。 

ID. 2  船体軽量化 

ID. 4  港湾作業マネジメントシステム 

ID. 8  エンジン性能改善 

船体軽量化（ID. 2）は、船体や機器にかかる疲労や負荷を軽減する技術であり、負荷や疲

労軽減によって船体強度を緩和させることで船体軽量化が可能なことによる、建造時の材料

費低下が大きな要因であったと推察される。港湾作業マネジメントシステム（ID. 4）は、港湾作

業の基準時間と遅延時間を減少する技術であり、作業時間と遅延時間の減少によって船の海

上運航する時間と比率が増加する。従って、航海回数が増えることによる収入上昇が大きな要

因であったと推察される。エンジン性能改善（ID. 8）は、エンジンにおける燃料消費効率を改

善する技術であり、燃料消費効率の改善によって燃料消費量を削減することができ、それによ

る燃費の低下が大きな原因であったと推察される。 

 

CO2排出量における「導入効果」については、以下の技術は導入による船の運航中にCO2

排出量の削減が確認でき、導入効果が高いと考えられる。 

ID. 2  船体軽量化 

ID. 7  プロペラ性能改善 

ID. 8  エンジン性能改善 
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船体軽量化（ID. 2）は、船体や機器にかかる疲労や負荷を軽減する技術であり、負荷や疲

労軽減によって船体抵抗と浸水面積が減少し、運航時間は大きな変化がないのに燃料消費

率を改善できるが大きな原因であったと推察される。プロペラ性能改善（ID. 7）は、プロペラに

おける EHP から BHP までの伝達効率を向上することによってエンジンの負荷を改善できるこ

とが大きな原因であったと推察される。また、エンジン性能改善（ID. 8）は、エンジンにおける燃

料消費効率を改善することで燃料消費量を削減できることが大きな原因であったと推察される。 

しかし、港湾作業マネジメントシステム（ID. 4）は、CO2排出量における「導入効果」が 0 より

大きいこともあった。それは、港湾作業の基準時間と遅延時間を減少する技術であり、作業時

間と遅延時間の減少によって船の海上運航する時間と比率が増加し、CO2排出量が逆に増加

したことが原因であったと推察される。 

 

CO2排出原単位における「導入効果」の場合は、以下の技術は導入による船のライフサイク

ル中のCO2排出の効率の向上が確認でき、導入効果が高いと考えられる。 

ID. 2  船体軽量化 

ID. 4  港湾作業マネジメントシステム 

ID. 6  船体性能改善 

ID. 7  プロペラ性能改善 

ID. 8  エンジン性能改善 

CO2排出原単位は、CO2排出量に比べて、船の運航時間にかかわらず、同じ経済活動の下

でCO2排出の効率を表すものであるため、最終的に燃料消費率を改善することができる技術

であれば、CO2排出の効率を向上させられることが必然であると考えられる。従って、技術 ID. 

2, 6, 7, 8 の導入効果は比較的に高い。一方、港湾作業マネジメントシステム（ID. 4）は、導入さ

れることによってCO2排出総量が増加したが、船の運航距離と貨物取扱量も増加した。しかし、

港湾作業の効率化によって貨物の輸送効率が向上させ、同じ経済活動で考えた際に排出さ

れたCO2が減少したと考えられる。 

 以上、シミュレーションの入力として種々の技術の機能をパラメータとして与えることで、

単一技術を導入する際の効果を確認できた。 

 技術の組み合わせの導入結果と分析 

本ケーススタディでは、技術間の導入による相互作用を簡単かつ明晰的に分析するために、
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同時に導入する技術の数を 2 個に設定する。従って、表 5-1 に示した 8 個の技術を組み合わ

せた際の組み合わせの総数は 28 個である。 

初期設定と個々の技術におけるパラメータの変更項目と変更値は 5.3.1 項と同じく設定して

おり、各技術組み合わせに対して 500 回のモンテカルロ・シミュレーションを行った。 

5.5.1 CO2排出原単位を考慮した場合 

まずはCO2排出原単位と総利益を評価軸とし、技術組み合わせの導入による相互作用を分

析する。一般的に、船社や荷主などの意思決定者は船舶のライフサイクルでのCO2排出総量

より、CO2の排出効率を代表するCO2排出原単位が重視するため、本ケーススタディではこちら

の結果を優先的に考える。 

シミュレーションの結果を図 5-7 に示す。縦軸はCO2排出原単位における「創発効果」、横

軸は総利益における「創発効果」（million $）である。散布している個々の点はそれぞれの技術

組み合わせ導入効果の計算結果で、データのラベルは組み合わせされた 2 つの技術 ID で

ある。なお、技術 ID は表 5-1 の内容と対応している。 

 

 

図 5-7 CO2排出原単位と総利益を考慮した場合のシミュレーション結果 

 

図 5-7 からCO2排出原単位における「創発効果」が非常にゼロに近いことが確認された。こ

れは、技術組み合わせの導入によってCO2排出効率に対しては創発効果が極めて低いと考え
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られる。この結果から、単一技術の導入による効果と、複数の技術を同時に導入することによ

る効果は基本的には同じであることが確認した。しかし、その中でも他の技術組み合わせより

効果が高い組み合わせが存在するので、この結果について、原点に遠い以下の技術組み合

わせを分析する 

 

まずは技術 ID(4, 8)の組み合わせについて分析する。 

ID. 4  港湾作業マネジメントシステム 

ID. 8  エンジン性能改善 

技術 ID. 4（港湾作業マネジメントシステム）の導入によって港湾作業の基準時間と遅延時間

が減少し、船の海上航行する時間と比率が増加し、運航の効率を向上させることができる。技

術 ID. 8（エンジン性能改善）の導入によってエンジンの燃料消費効率は改善し、同じ経済活

動で考えた際のCO2排出量が削減できる。こちらの 2 つの技術を組み合わせて導入した時、

運航効率の向上と、燃料消費効率の向上と共に作用し、収益を増やす同時にコストを削減す

ることができ、総利益における良い創発効果が現れた。一方、ID.4 港湾作業マネジメントシス

テムは、CO2の排出効率に影響がないので、2 つの技術を同時に導入してもCO2の排出効率、

つまりCO2の排出原単位における「創発効果」は存在しない。 

そのほか、技術 ID(2, 4)も、同様の創発効果が現れた。これらの技術組み合わせは、前述し

た組み合わせ ID（4, 8）に類似した技術組み合わせであり、航行時間の増加と燃料消費効率

の向上による総利益のみにおける創発効果の確認ができた。 

次に、技術 ID(1, 3)の組み合わせについて分析する。 

ID. 1  舶用機器モニタリングとリモートメンテナンス 

ID. 3  ウェザールーティング 

技術 ID. 1（舶用機器モニタリングとリモートメンテナンス）の導入によって船舶設備の故障率

が減少し、そちらの復旧による遅延時間も短縮できる。技術 ID. 3（ウェザールーティング）の導

入によって船は荒天に遭遇する確率が減少し、遅延時間を短縮することで燃費性能を向上さ

せることができる。こちらの 2 つの技術を組み合わせて導入した時、運航中の遅延時間の短縮

と、燃費性能の向上と共に作用し、総利益に直接に大きな関係がないため、総利益における

創発効果が存在しない。一方、それらの 2 つの技術を同時に導入することによって燃料消費

効率が向上したが、運航時間も増加したため、CO2排出原単位における悪い「創発効果」存在

すると確認できた。 

最後は技術 ID(2, 8)の組み合わせについて分析する。 
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ID. 2  船体軽量化 

ID. 8  エンジン性能改善 

技術 ID. 2（船体軽量化）の導入によって船体抵抗と浸水面積が減少し、船の燃料消費率を

改善することができる。技術 ID. 8（エンジン性能改善）の導入によってエンジンの燃料消費効

率を改善し、燃料消費量を削減することができる。両者とも船の燃料消費性能を向上させる技

術であり、組み合わせて同時に導入した時、それぞれが持つ燃費の減少が相殺してしまった

ため、最終的に総利益とCO2排出効率に対して悪い創発的な効果が生じた。一方、こちらの 2

つの技術を同時に導入してもCO2排出効率に対して向上できるとは言えないため、CO2排出原

単位における「創発効果」がわずかに良くなったと考えられる。 

そのほか、技術 ID(2, 7)と(7, 8)の組み合わせも、よく似た結果が出た。これらの技術組み合

わせは、前述した組み合わせ ID（2, 8）と同様に、燃料消費性能を向上させるという共通の機

能を持ち、同時に導入された時、総利益に対して個々の導入効果における相殺作用が生じた

と考えられる。 

以上は、CO2排出原単位と総利益を考慮した場合のシミュレーション結果、およびそれに関

する創発効果が確認できた。シミュレータで見られたこれらの挙動と、物理現象との整合するこ

とで技術導入に関してより深い検討を行うことができる。 

5.5.2 CO2排出量を考慮した場合 

次に、CO2排出量と総利益を評価軸として技術の組み合わせの導入による相互作用を分析

する。なお、CO2排出については、経済活動の拡大に応じて総排出量も増えるため排出原単

位での評価を基本とするが、ここでは参考のために船舶のライフサイクルを通じた総排出量へ

の影響の検討も行う。 

シミュレーションの結果を図 5-8 に示す。縦軸はCO2排出量における「創発効果」（thousand 

ton）で、横軸は総利益における「創発効果」（million $）である。散布している個々の点は個々

の技術組み合わせ導入効果の計算結果で、データのラベルは組み合わせされた 2 つの技術

ID である。なお、技術 ID は表 5-1 の内容と対応している。 
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図 5-8 CO2排出量と総利益を考慮した場合のシミュレーション結果 

 

第二象限にある技術組み合わせは導入することによって総利益と、CO2排出量両方とは良

い創発効果が存在すると考えられる。原点に距離が遠いほど、効果が明らかになる。ここで、

原点に距離が最も遠い技術 ID(4, 8)の組み合わせについて分析する。 

ID. 4  港湾作業マネジメントシステム 

ID. 8  エンジン性能改善 

技術 ID. 4（港湾作業マネジメントシステム）の導入によって港湾作業の基準時間と遅延時間

が減少し、船の海上航行する時間と比率を増加することができる。技術 ID. 8（エンジン性能改

善）の導入によってエンジンの燃料消費効率を改善し、燃料消費量を削減することができる。

これらの 2 つの技術を組み合わせて導入した時、航行時間と比率の増加と、燃料消費効率の

向上が共に作用し、収益を増やす同時にコストを削減することができ、CO2排出量も燃料消費

効率の向上により削減することが可能であり、最終的に良い創発効果が生じることが分かった。 

そのほか、技術 ID(2, 4)と(4, 7)の組み合わせも、良い創発効果が現れた。これらの技術組

み合わせは、前述した組み合わせ ID（4, 8 に類似の技術組み合わせであり、航行時間の増加

と燃料消費効率の向上による相互作用の確認ができた。 

 

第一象限にある技術組み合わせは導入することによって総利益の方に良い創発効果が存

在するが、CO2排出量の方に悪い創発作用が存在すると考えられる。ここで、技術 ID(1, 4)の
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組み合わせについて分析する。 

ID. 1  舶用機器モニタリングとリモートメンテナンス 

ID. 4  港湾作業マネジメントシステム 

技術 ID. 1（舶用機器モニタリングとリモートメンテナンス）の導入によって船舶設備の故障率

が減少し、故障からの復旧による遅延時間も短縮できる。また、船員数を減らすことでコストの

節約も可能になる。技術 ID. 4（港湾作業マネジメントシステム）の導入によって港湾作業の基

準時間と遅延時間が減少し、船の海上航行する時間と比率が増加する。こちらの 2 つの技術

を組み合わせて導入した時、航行時間と比率の増加と、航行中の遅延時間の減少が共に作

用し、収益を増やす同時にコストを削減することができ、利益における良い創発効果が確かに

生じたが、燃料消費に関する改善がないため、CO2排出量は航行時間の増加に伴って増えて

しまい、最終的にCO2総排出量に対しては悪い創発効果が現れた。 

また、技術 ID(3, 4)の組み合わせも似たような創発効果が現れた。 

ID. 3  ウェザールーティング 

ID. 4  港湾作業マネジメントシステム 

技術 ID. 3（ウェザールーティング）の導入によって船は荒天に遭遇する確率が減少し、遅延

時間を短縮することで燃費性能を向上させることができる。これらの 2 つの技術を組み合わせ

て導入した時、航行時間と比率の増加と、遅延時間の短縮と共に作用し、収益を増やすと同

時にコストを削減することができ、利益における良い創発効果が確かに現れた。しかし、燃費

性能は少し改善したが、船の航行時間増加の方が著しく、最終的にCO2排出量に関しては悪

い創発効果が現れた。 

 

第四象限にある技術組み合わせは導入することによって総利益と、CO2排出量両方に悪い

創発効果が存在すると考えられる。原点に距離が遠いほど、悪い効果がより明らかになる。こ

こで、原点に距離が遠い技術 ID(2, 8)の組み合わせについて分析する。 

ID. 2  船体軽量化 

ID. 8  エンジン性能改善 

技術 ID. 2（船体軽量化）の導入によって船体抵抗と浸水面積が減少し、船の燃料消費率を

改善することができる。技術 ID. 8（エンジン性能改善）の導入によってエンジンの燃料消費効

率を改善し、燃料消費量を削減することができる。両者とも船の燃料消費性能を向上させる技

術であり、組み合わせて同時に導入した時、相殺的な作用が生じたため、最終的に総利益も

CO2排出量も悪い創発効果が現れた。 
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そのほか、技術 ID(7, 8)と(2, 7)の組み合わせも相似な結果が出た。これは、2 つの共通の要

素を持つ技術同士が同時に導入される時、2 つの技術の作用が相殺され、技術組み合わせ

の導入による悪い創発効果が生じる可能性もある。 

 

以上の結果から、CO2排出量と総利益を考慮した場合のシミュレーション結果、および

それに関する創発効果が確認できた。

 ケーススタディのまとめ 

本章では、実際の技術または技術組み合わせの導入に投資する意思決定を行うことを想

定し、5.2 節、5.3 節において導入される技術群の整理とシミュレータの初期設定および挙動

確認を行った後、5.4 節、5.5 節において、前章で提案した評価手法を用いて単一技術また

は技術の組合せの導入による創発効果について検討した。 

◆ 単一技術導入の場合、燃料消費性能の推進に関連する技術は、運航利益の向上と

CO2排出の削減に対して有効である。一方、港湾作業マネジメントシステムのような港

湾作業を効率化する技術は、CO2排出効率に対して有効であったが、CO2の総排出

量に対しては悪い効果を持っている。 

◆ 技術の組み合わせ導入による創発効果に関しては 

⚫ CO2排出原単位を考慮した場合について、技術の組み合わせの導入によるCO2

排出原単位は、予想のような明らかに向上することではなく、「創発効果」が低い

ことが確認できた。一方、港湾作業を効率化する技術と船舶の燃料消費性能を

向上する技術の組み合わせは総利益には良い創発効果が生じたが、2 つの共

通因子を持つ技術同士の組み合わせは、総利益には悪い創発効果が存在する

ことが確認した。 

⚫ CO2排出量を考慮した場合について、港湾作業を効率化する技術と船舶の燃料

消費性能を向上する技術の組み合わせは良い創発効果が存在すると分かった。

しかし、2 つの共通因子を持つ技術同士の組み合わせを導入した時、1 つまたは

2 つの評価指標に対して悪い創発効果が存在することが確認できた。
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 はじめに 

本節では、まずは感度分析を行う、その後、提案手法に関する考察を行う。6.3.1 項では、

構築した海上輸送シミュレータについて、妥当性及び改善点についての考察を行い、6.3.2

項では提案した評価手法についての考察を行う。 

 感度分析 

本ケーススタディでは、船速を一定の速度として 20knot に設定するが、実際の海上輸送

システムでは様々な不確実性や人為的な状況を考慮しなければならないため、必ずしも一

定の速度で航行するとは言えない。また、船社は燃料消費を抑制するために、減速運航を行

う場合もある。よって、このような船速の変更を考慮して技術組み合わせの導入効果を評価

するために、入力船速を 4 つのシナリオに設定して感度分析を行った。 

具体的な船速シナリオを表 6-1 に示す。 

 

表 6-1 4つの船速のシナリオ 

 

 

入力船速の感度分析を行った結果を図 6-1、図 6-2 と図 6-3 に示した。ここで、組み合わ

番号に対応する導入技術の組み合わせは表 6-2 にまとめた。なお、各技術の ID は表 5-1

での内容と対応している。 

 

航行状態 速度

低速 18knot

通常 20knot

やや高速 22knot

高速 24knot
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表 6-2 技術組み合わせ IDに対応する技術の組み合わせ 

 

 

 

図 6-1 総利益における「創発効果」（船速感度分析） 

 

19 (4,5)

1 (1,2) 10 (2,5) 20 (4,6)

2 (1,3) 11 (2,6) 21 (4,7)

3 (1,4) 12 (2,7) 22 (4,8)

4 (1,5) 13 (2,8) 23 (5,6)

5 (1,6) 14 (3,4) 24 (5,7)

6 (1,7) 15 (3,5) 25 (5,8)

7 (1,8) 16 (3,6) 26 (6,7)

8 (2,3) 17 (3,7) 27 (6,8)

9 (2,4) 18 (3,8) 28 (7,8)

組み合わせ番号 技術IDの組み合わせ
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図 6-2  CO2排出原単位における「創発効果」（船速感度分析） 

 

 

図 6-3  CO2排出量における「創発効果」（船速感度分析） 

 

図 6-1 の総利益における「創発効果」では、組み合わせ番号 3, 9, 21, 22、それぞれ対応

する技術 ID の組み合わせ(1, 4), (2, 4), (4, 7), (4, 8)は、良い相乗効果が大きい。ここで、組

み合わせ(2, 4)を例に挙げて説明する。 

➢ 技術の組み合わせ(2, 4): ID.2 船体軽量化（船舶の重量率を軽減する技術）、ID.4 

港湾作業マネジメントシステム（港湾作業効率を効率化する技術） 

船速が速いシナリオはこちらの組み合わせの技術導入によって良い創発効果が大きく

なることが分かった。この場合は、運航船速を変更する際、技術導入による良い創発効果

が生じることを考慮して良いと考えられる。 

一方、技術組み合わせ番号 11, 12, 13, 26, 27, 28、それぞれ対応する技術 ID の組み合わ
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せ(2, 6), (2, 7), (2, 8), (6, 7) , (6, 8) , (7, 8)は、悪い相乗効果が大きい。ここで、組み合わせ(7, 

8)を例に挙げて説明する。 

➢ 技術の組み合わせ(7, 8): ID.7 プロペラ性能改善（船舶のプロペラの性能を向上す

る技術）、ID.8 エンジン性能改善（船舶のエンジンの性能を向上する技術） 

船速が速いシナリオはこちらの組み合わせの技術導入によって悪い創発効果が大きくなる

ことが分かった。この場合は、運航船速を変更する際、技術導入による悪い創発効果が生じ

ることを考慮して良いと考えられる。 

また、組み合わせ番号 3, 9, 26 について、船が低速運航の場合はほぼ効果がなく、高速

運航の場合は効果が現れたというケースも存在する。技術間相互作用の効果は船速の上昇

に伴ってより顕著に現れることが分かった。 

 

図 6-2 のCO2排出原単位における「創発効果」では、多くの技術組み合わせに対し、速度

の変化に伴ってCO2排出原単位の変化が無規則であることが確認できた。それは、多くの技

術組み合わせの導入に対し、CO2排出原単位の「創発効果」がほぼない、結果はただの不確

実性によるシミュレーションの誤差であると考えられる。しかし、技術組み合わせ番号 2, 11, 

12, 26、それぞれ対応する技術 ID の組み合わせ(1, 3), (2, 6), (2, 7), (3, 4)は、船が高速で運

航する場合にCO2排出原単位における悪い創発効果が現れた。こちらの技術組み合わせに

に対しては、船が高速運航をする際、技術導入による悪い創発効果が大きくなるという挙動

が確認された。 

 

図 6-3 のCO2排出量における「創発効果」では、技術組み合わせ番号 9, 20, 21, 22、それ

ぞれ対応する技術 ID の組み合わせ(2, 4), (4, 6), (4, 7), (4, 8)は、良い創発効果が大きい。こ

こで、組み合わせ(4, 8)を例に挙げて説明する。 

➢ 技術の組み合わせ(4, 8): ID.4 港湾作業マネジメントシステム（港湾作業効率を効率

化する技術）、ID.8 エンジン性能改善（船舶のエンジンの性能を向上する技術） 

船速が速いシナリオはこちらの 2 つの技術導入によって良い創発効果がより著しくなる

ことが分かった。この場合は、運航船速を変更する際、技術導入による良い創発効果を考

慮して良いと考えられる。 

一方、技術組み合わせ番号 11, 12, 13, 26, 27, 28、それぞれ対応する技術 ID の組み合わ

せ(2, 6), (2, 7), (2, 8), (6, 7) , (6, 8) , (7, 8)は、悪い創発効果が大きい。ここで、組み合わせ(2, 

7)を例に挙げて説明する。 
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➢ 技術の組み合わせ(2, 7):  ID.2 船体軽量化（船舶の重量率を軽減する技術）、ID.7 

プロペラ性能改善（船舶のプロペラの性能を向上する技術） 

船速が速いシナリオはこちらの 2 つの技術導入によって悪い創発効果がより著しくなること

が分かった。この場合は、運航船速を変更する際、技術導入による悪い創発効果を考慮して

良いと考えられる。 

また、組み合わせ番号 11, 20, 26 について、船が低速運航の場合はほぼ効果がなく、高

速運航の場合は効果が現れたというケースも存在する。技術間相互作用の効果は船速の上

昇に伴ってより顕著に現れることが分かった。 

 

運航船速の変更を考慮した感度分析によって、実際に海上輸送活動を行う際の船速設

定、または一定の船速で運航する場合に積極的な投資の価値がある技術の組み合わせに

ついて考察が可能であることも示した。

 

 提案手法に関する考察 

6.3.1 海上物流シミュレータについて 

本項では、構築した運航シミュレータについて考察する。 

本研究におけるシミュレータは先行研究の稗方ら[9]が作成した船舶運航シミュレータに基

づき、機能を追加、削除して構築し、モンテカルロ法を用いてシミュレーションの実行による誤

差は 1%前後であるため、入力値に対する出力値の合理性は信頼することができる。また、構

築したシミュレータは、実際に海事産業の意思決定者の利用を想定したため、荷役モデル、

燃料消費モデルと利益モデルをより合理的に改善し、市場の不確実性に関するモデルを加

え、機能と精度の向上ができた。 

しかし、推進性能や強度変化については詳細で正確なデータの取得は現状困難であるた

め、シミュレーションの設定値の中には著者の判断で設定した項目も存在する。この点に関し

ては、今後の海事産業における技術開発の進行に伴ってデータ測定の精度が向上すること

は十分に期待できる。 



 

 

 

考察 

91 

6.3.2 提案した手法について 

本項では、提案した評価手法について考察する。 

本研究では、海事産業界において開発または活用している技術について、それらの技術

の組み合わせを導入することによる相互作用を考慮した導入効果を、意思決定者の目線か

ら、運航利益の向上とCO2排出量の削減を評価軸として二元的に評価した。 

一方で、多様な技術組み合わせの中には本研究で定義した評価軸ではその機能を十分

に評価できないものも存在する。本ケーススタディでは、特にCO2排出原単位における「創発

効果」、2 つの技術の組み合わせを同時に導入する際に、ほぼ効果がない技術の組み合わ

せが非常に多く存在する。それは、該当する 2 つの技術の組み合わせが本研究で開発した

評価手法によって相互作用が顕著に現れていないためである。しかし、本研究の結果から該

当する 2 つの技術の組み合わせを同時に導入すべきないとは断言できない。本研究で使用

しなかった評価軸による分析でこの 2 つの技術の組み合わせから大きな創発効果が現れる

ことも考えられる。意思決定者の重視する評価軸によっては、該当する 2 つの技術の組み合

わせの導入が有意義であると考えられる。 

また、実際に本手法を用いて技術導入の相互作用を探索する際、技術自身の開発困難

性や、技術どうしの依存関係について考慮する必要がある。例えば、本ケーススタディの事

例では、舶用機器モニタリングと実海域データ分析をそれぞれ独立な技術として扱っている

が、実際の技術開発の観点では，舶用機器モニタリングを実現した後にそこで得られた分析

データを行うと考えられる。そのため実際の技術組み合わせの導入における意思決定にお

いては、技術が本評価手法によって実現する機能と効果以外にも将来的に価値が生まれる

ことも考慮することが必要である。今回を例に挙げると、船体構造モニタリングと実海域データ

解析の組み合わせのシミュレーション結果が低くても、実際に舶用機器モニタリングに対して

データ解析の評価価値が高い場合は、この 2 つの技術の組み合わせに優先的に投資を行

う可能性がある。

 

 ケーススタディの結果に関する考察 

本項では、ケーススタディの結果について以下のことを考察した。 

◆ 単一技術導入の場合、燃料消費性能の推進に関連する技術は、運航利益の向上と
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CO2排出の削減に対して有効性がある。一方、港湾作業マネジメントシステムのような

港湾作業を効率化する技術は、CO2排出効率に対して有効であったが、CO2の総排

出量に対しては悪い導入効果を持つことが分かった。 

◆ 技術の組み合わせ導入のパフォーマンスに関しては、 

⚫ CO2排出原単位と総利益を考慮した場合について、数多くの技術組み合わせ

は、CO2排出原単位における良い創発効果がほぼ存在しない。従って、単に運

航利益の向上を目的として意思決定を行うならば、港湾作業を効率化する技術

と船舶の燃料消費性能を向上する技術の組み合わせを導入すべきである。CO2

排出原単位の削減を目的として複数の技術を導入する場合、創発効果により大

きな削減を得ることは期待できないが、少なくとも悪い創発効果を避ける組み合

わせを導入することが有効である。 

⚫ CO2排出量と総利益を考慮した場合について、運航利益の向上とCO2排出量の

削減を同時に目的として意思決定を行うならば、港湾作業を効率化する技術と

船舶の燃料消費性能を向上する技術の組み合わせを導入すべきであると考えら

れる。しかし、2 つの共通因子を持つ技術同士の組み合わせは悪い創発作用が

存在するため、他の評価指標を使用して評価するなど、導入の意思決定を再検

討する必要がある。 

⚫ 多くの技術組み合わせは導入することによって発生する明確な創発効果は存在

しないことが分かった。そういったケースでは、導入する技術や技術のパラメータ

値の選定を検討する必要があると考えられる。 

◆ 運航船速の変更を考慮した感度分析によって、実際に海上輸送活動を行う際の船速

設定、または一定の船速で運航する場合に積極的な投資の価値がある技術の組み

合わせについて考察することが可能であることも示した。 

◆ 本研究では、原油価格と運賃の波動などの市場の不確実性を考慮したため、船速の

変動に伴う船舶ライフサイクル中の運航回数の変化による総利益の変動は非線形で

あることが確認できた。また、本ケーススタディでの結果は、市場の不確実性を考慮し

て技術の組み合わせの導入効果に従って投資を行う意思決定者にとっては信頼でき

る結果であることが確認できた。
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 結論 

本研究では運航利益向上とCO2排出削減の観点から総利益、CO2排出原単位とCO2総排

出量を評価軸として、技術導入の影響を入力パラメータ値の変更によって表現することで、

技術組み合わせの導入効果を定量的に評価可能な海上輸送シミュレータを構築した。 

また、海上輸送システムのパフォーマンスの向上を目的とした技術組み合わせの相互作

用を評価する手法を提案した。具体的には、システム・アーキテクチャ分野が使用しているト

レードスペースという意思決定支援ツールを用いて技術の組み合わせが同時に導入される

際の創発効果を分析した。 

実際に本手法を用いて、現在海事産業界で考案されているものを含む 8 個の技術と 28

個の技術組合せ導入の評価を行うことで以下のことを検証した。 

⚫ 意思決定者の観点から技術導入の効果を運行利益とCO2排出量の 2 つの評価軸に

基づいて定量的に比較評価した。 

⚫ 運航速度を入力パラメータ変更値とした感度分析によって、実際航行中に適切な設

定船速と、同時に導入する価値がある技術の組み合わせの意思決定支援を行った。 

 今後の展望 

今後の展望としては，実際に海上物流システムの意利害関係者、あるいは意思決定者に

評価手法を用いて技術組み合わせの導入や投資を行うことで，有識者の観点から考慮すべ

き評価指標や技術間の相互作用から生む創発的な効果の定量的分析等に関するフィード

バックをもらうことが考えられる。海上物流のような複雑なシステムに技術導入を行うためのシ

ミュレータの入力や出力データ整理の作業量は膨大である。従って、使用者が円滑かつ効

率的のように本評価手法を使用できるために、シミュレータに対するウェブアプリケーションの

開発と実装が必要であると考えられる。 

また，産業内の技術導入に対する創発効果の評価手法は今回、著者が一意で決定した

が、新たな評価指標の探索や、創発効果に新たな定量化手法の検討は、今後より必要であ

ると考えられる。 
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